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はじめに 2018年の活動の概要― 顧と展望

2018年も相次ぐ紛争や自然災害、慢性的な貧困、急速な都市化や気候変動などの影響によ

り、ジャパン・プラットフォーム (IPF)と 支援現場で活躍する42の加盟 NGO(JPFグ ル

ープ)が直面する人道危機は、より複雑化、大規模化、長期化しています。2018年命をつ

なぐための緊急支援を必要とする人々の数は世界中で 1.28億人を超え、史上最悪ともいわ

れていています。こうした厳しい状況の中で JPFグループ各 NGOは引き続き海外・国内
の各地で以下の通 り人道支援活動を活発に推進してきました。

【海外支援活動 (詳細は本編参照)】

1 イラク・シリア人道危機対応支援 (約 18.4億円)
・ 10団体 、18事業 (AAR、 ADRA、 CCP、 IVY、 JCCP、 NICCO、 PARCIC、 PWJ、

SCJ、 WVJ)

2 南スーダン難民緊急支援 (約 15.5億円)
・8団体、8事業 (AAR、 ADRA、 JISP、 PLAN、 PWJ、 SCJ、 SPJ、 WVJ)

3 南スーダン人道危機支援 (約 10.9億円)
・3団体、3事業 (JCCP、 PWJ、 WVJ)

4 ミャンマー避難民人道支援 (約 8.5億円)
・ 9団体、 15事業 (AAR、 IVY、 JADE、 JISP、 PWJ、 MdM、 PLAN、 SCJ、 WVJ)

5 アフガニスタン人道危機対応支援 (約 2.3億円)
・3団体、 6事業 (CWS、 PWJ、 SVA)

6 パレスチナ・ガザ人道危機支援 (約 3.2億円)
・3団体、3事業 (CCP、 JADE、 PWJ)

7 イエメン人道危機対応支援 (約 2.4億円)
・3団体、3事業 (ADRA、 ICAN、 SCJ)

8 インドネシア・ロンボク島地震被災者支援 2018(初動対応期)
・3団体、5事業 (FMYY,PWJ、 JPF)

9 イン ドネシア・スラウェシ島地震被災者支援 2018(初動対応期 )
。7団体、 10事業 (BHN、 CWS、 GNJP、 JH、 PARCIC、 PWJ、 SVA)

10 ラオス水害被災者支援 2018

・3団体、3事業 (GNJP、 IVJ、 PLAN)

11 モンゴル水害被災者支援 2018

・1団体、1事業 (SCJ)
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【国内支援活動】

1.西 日本豪雨被災者支援 2018(約 6億円)(初動対応期/緊急対応期)
・12団体 (AAR、 BHN、 GNJP、 HulⅥA、 JOICFP、 NICCO、 PARCIC、 PBV、 PWJ、

SHJ、  SVA、 JPF)

2.北海道地震被災者支援 2018(約 0.8億円)
・ 4団体  (BHN、 PBV、 PWJ、 JPF)

3.東日本大震災被害者支援
・県域/地域団体と協働し、地域課題解決に資する体制構築及び地域団体の組織基

盤強化の実施

4.熊本地震被災者支援
。現地 NPOへの業務委託との協働事業で、中間支援団体への助成(5団体 7事業)、
及びモニタリング

また、ジャパン・プラットフォーム事務局機能の強化・改革を進めるとともに、加盟 NGO
と支援に携わる多くのステークホルダーとも連携しながら、JPFグループのプラットフォー

ムとしての強みを発揮するための活動も進めてきました。その目標は以下の通りであり、ま

たその実施の内容はこの報告書にまとめた通りですが、本年スタートした新体制のもとで

も引き続き努力を重ねて参ります。

1.よ り質の高い人道支援に向けて

(基盤構築とプログラム運営)

2.JPFグループの付加価値の向上

(加盟NGOと 一体の「課題別タスクフォース (ワ ークストリーム)」 の実践)
3.JPF事務局の経営基盤の強化

(人事体制の強化。ファンドレイジングとブランデイングの強化等)

2018年 5月末、2年に 1度の改選の機に、JPFと 加盟 NGOが一体となったJPFグループ
の、次世代を見据えた一層の発展を展望して、新たな JPF理事会が発足し、新共同代表理

事が選出されました。新体制では、広くさまざまな課題に取り組むロードマップを策定し、

理事会、事務局、加盟 NGO、 さらに外部の方々のご意見も伺いながら、時間をかけて改革

の歩みを進めております。

特に「理事会ガバナンス体制の改善と事務局体制の充実」については、旧執行体制のもとで

生じていた問題も十分に総括し、これまで以上に徹底すべく、最優先項目として取 り組んで

おります。

①「理事会ガバナンス体制の改善 ～ガバナンスの徹底とコンプライアンスの強化」
Ｑ
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JPFの活動は、政府からのODA資金及び企業・個人の方々からのあたたかいご寄付をもと

に成り立っています。改めて申すまでもなく大切な資金を、稗益者の方々に必要とされてい

る支援として、しっかりと届け活用していくことは、私たちの使命です。

現在、JPFの資金配分のプロセスは、まず理事会から委嘱された「常任委員会」で審議した

基本方針に基づき、事務局担当部が加盟 NGOか ら申請された人道支援事業の内容を精査
し、支援活動の各方面の専門家から成る「助成審査委員会」において審査を行い、その答申

に基づいて「常任委員会」において審議し承認を得るという、厳しいプロセスを経て決定さ

れています。

過日の加盟 NGOの不適切な行為は真摯に反省すべき事案でありますが、それとも関連し
て一部報道によるJPF批判もあります。内容には事実誤認や、理解に苦しむ批判もあって、

IPFの評判に重大な影響を与えかねず、深刻な問題と考えております。もちろん反省す
べき

点は反省し、協賛いただいている企業並びに関係の皆さまにご心配をおかけしております

ことについて、改めて心よりお詫びを申し上げますとともに、一層の適時適切な情報提供に

努めるとともに、不適切な案件に関しては、外部専門家も交えて徹底的な事実確認と原因解

明に努め、不適切と指摘された資金支出の返還を要請し、JPFか らの資金助成の一時停止、

またJPFの役員からの退任など厳しい対応を進めてまいりました。

具体的には2018年度第 4回常任委員会 (8月 24日 開催)において、助成先団体である特

定非営利活動法人 ジェン (以下、JEN)に対し、2018年 4月 27日 から1年間の助成を停

止し、支援実施契約に基づく助成金の返還が完了するまではその停止を解除しないという

措置を決定しました。

これは、JENが ヨルダンで実施した支援プログラムにおいて、IPF助成金を当初の支援実施

契約とは異なる用途で不適切に使用していたという違反行為に対する措置です。

また、2018年度第 12回常任委員会 (3月 20日 開催)において、助成先団体である特定非

営利活動法人 ADiⅣりapanに対し、

1)2018年 12月 18日 から1年間の事業申請の停止を実施する。ただし、ADRAJapanが

JPFと の支援実施契約等に基づく助成金の返還を完了しない場合には、当該停止は解除しな

いものとする。

2)ADRAJapanに 対し、継続的な改善策の提示及び改善策の実施状況の報告を求めるとと

もに、JPFが改善策の実施状況について定期的なモニタリングを実施する。

という措置を決定しました。

これは、ADRA Japanの実施支援プログラム、「シリア国内におけるシリア人被災者脆弱層

に対する保護及びエンパワメント事業」 (2014年 7月 3日締結)の実施に関連し、支援実

施契約及び事業実施・助成ガイドラインに違反する事実をADRA Japanに おいて認めたた

め、同ガイドライン第 44条、第 45条及び第 46条に基づき下記の措置を行うことを決定し

たものです。

また JPFと しましても、引き続き再発防止のためのガバナンス体制の強化に努力し、国民

′
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の税金であるODA資金と民間の企業様・市民の皆様からお預かりした貴重な資金の最も効
果的かつ効率的な有効活用を実現すべく、その管理の徹底を支える理事会によるガバナン

ス体制の強化によって、JPFの アカウンタビリティ (説明責任)と 透明性の一層の向上に努

めております。

まずは、NGOと 非 NGOの代表によって構成される「常任委員会」とは別に、利害関係の
ありうるNGO代表を除いた「事業審査委員会」を新設して、個別に申請された案件の審議
の決定はこの委員会にて行うこととしました。それ以外の資金 (一般予算等)についても

NGO代表を除く形で決定する仕組みを設けます。
また、事務局の内部監査 (内部統制)機能の拡充と加盟 NGOの助成事業モニタリング機能
の強化を図り、従来の「監事」機能の拡充、外部監査の充実も図ります。あわせて、事務局

内部でも資金管理機能の格段の充実を図るべく、助成事業案件の推進・管理・評価のフロー

の見直しと現場における相互チェックや事業成果を評価する仕組み作り、さらに基本情報

の理事会への適時的確な報告体制の確立にも努力いたします。これらの事務局のマネジメ

ント能力の質と量の改善は、これからの JPFのパフォーマンス向上と共に、理事会ガバナ

ンスが有効に機能する基盤となり、今後の経営改革の最も大切なポイントの一つと考えて

います。

さらに、「理事会によるガバナンス体制」確立のための基盤として、JPFと加盟 NGOが共
に目指すべきミッションとビジョンに基づき、IPFグループの行動理念 (コ ンプライアン

ス・ポリシー)、 倫理規程、さらに国際的な人道支援の必須基準 (CHS)等々を精査し一層

整備することも極めて重要と考えており、「課題別タスクフォース (ワ ークストリーム)を

活用して」加盟 NGOと一体となって進めていく所存です。

②「加盟NGOが稗益者支援のために、最適最高の機能を発揮できる環境の整備」
JPFでは、日頃から加盟NGOと 常時情報共有を行い、効果的な支援ができるよう協力しあ
う「加盟NGOユニット会議」が機能し、次年度の事業計画の骨子として生かされてきまし
た。このように、各加盟 NGOが得意分野を活かしながらJPFと して包括的に支援展開で
きるようになったことは、JPF設立の成果でもあり、JPFの強みでもあります。

新体制では、より現場実感に浴れ稗益者の真のニーズに直結した支援を実施するために、従

来の「加盟NGOユニット会議」を「プログラム戦略会議」としてレベルアップさせ、事業
計画に落とし込みやすい体制を強化して参ります。

JPFに は「ODA資金の民活」という使命があります。その際に大切なことは、加盟 NGO
が稗益者のために、最適最高の機能を発揮できる環境の整備です。民間によってより効果的

で効率的な人道支援活動が実現すること、つまり「公共の正義」を「民」によって実現する

市民社会への貢献こそが、私たちの存在意義だと考えております。その更なる拡大のために

は民間からの資金支援が不可欠です。改めて、ご寄付いただき JPFを支えてくださる多く

の企業と市民の皆さまに心からの感謝を申し上げ、そのご付託と期待にお応えして参る所
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です。

改めて、公共性が高いJPFは、その公平性と説明責任 (アカウンタビリティ)並びに透明性

確保の重要性を決して忘れることなく、あるべき姿を求めて、日本の人道支援に多くの方々

が参加できるプラットフォームヘと進化し続けるため、努力して参ることをお約束いたし

ます。そして、様々なステークホルダーと協働しつつ、人道支援のプロフェッショナルとし

て、日本のNGOに よる人道支援活動を一層拡充したいと願っています。

[1]2018年度目標

以下、年度当初に掲げたJPF事務局各部門の目標について、その成果を説明します。

1.1質の高い人道支援の実施

2018年度のJPFの 目標の第一番目として、「質の高い人道支援の実施」を掲げ、前年度に引

き続き円滑な加盟 NGOを 中心とした人道支援事業を行う。その際、事業の質とアカウンタ
ビリティを高く保ち、国際基準と国際潮流に沿った人道支援を実現するための基盤構築と

プログラム運営を実施する。また、日本国内の支援については、地域に寄り添い、地元主導

による緊急課題解決を継続する。加盟 NGOが質の高い人道支援の実施を実現するため、こ

れを支える事務局の活動目標として三つの目標を軸に、事務局各部によるプログラムの構

築とプロジェクトなどの運営を行う。

1.1.1援助効果向上の基盤構築とプログラム運営

国際的な潮流となっている援助の効果向上 (aid effectlveness)へ の取り組みをJPFで主流

化するための基盤を構築するとともに、海外、国内の援助活動の企画立案とプログラムの円

滑な運営を実施する。同時に、国内外において深刻な人道危機に対応し、他支援機関や幅広

いアクター等との連携構築を行う。

部門目標と成果

ア.緊急対応部

部門目標 :海外の災害 。人道危機 (rapid‐ onsetを主眼とする)発生時に、適宜、情報収集を

行うこと。各事象・状況に合わせた対応を行うため、適切・迅速な判断をする。

´
０
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結  果 :2018年度は、海外においては幸い大規模な災害は発生しなかったものの、昨年
に引き続き多くの災害が発生した。JPFと して対応が想定できる規模の災害につ

いては、国内外ともにすぐに情報収集を開始し、比較的規模の大きいものについ

ては、災害レポートを作成し内部で共有した。情報収集を実施したものについて

は、例としては、2018年 6月 3日 に発生したグアテマラのフエゴ火山の噴火 (死

者 110名、被災者数 12,000人以上)や、2018年 6月 ′ヾングラデシュ北部におけ

る水害 (被災者 25万人以上)、 2018年 12月 のインドネシアの津波災害 (死者 429

名、16,000人以上)な どがある。これらは、各国内で対応できる規模であったこ

とからJPFと しては対応しなかった。

本年度は、2018年 8月 3日 に出動を決定した「ラオス水害被災者支援 2018」、

2018年 8月 15日決定の「インドネシア・ロンボク島被災者支援 2018」、2018年

10月 3日決定の「インドネシア・スラウェシ島地震・津波被災者支援 2018」、及

び「モンゴル水害被災者支援 2018」 を実施した。

イ.助成事業推進部

部門目標 :組織としての支援戦略・事業計画作成をファシリテートする。

概  要 :事業計画と中期経営計画の策定に向けて、プロセス構築に向けたイノベーション
を志向することにより、より明確な方向性を持った JPFの組織構築に貢献する。

成果指標 :事業計画作成に関するテンプレートを含む文書化された手続きプロセスを作成

(2018年 7月 ):中期計画作成に関するプロセス構築に向けての文書化された手

続きを作成 (2019年 3月 )

結 果:事業計画作成に関して、テンプレートを含む、フォーマット化した手続き及び中

期計画作成におけるプロセス構築に向けての文章化された手続は引き続き検討と

なった。

部門目標 :海外プログラムの企画と運営・助成制度の改革の実施

概  要 :加盟 NGOが中心となる質の高い海外人道支援を実施するために、申請案件受付
から助成審査委員会を通じて、常任委員会へ諮るまでの運営を行う。承認手続き

の効率化を図るため、助成審査委員会の規程の見直し、助成フローの改革、プロ

グラムサイクルの変更、また事業管理部が主導となる案件管理システムの構築に

貢献する。

成果指標 :100%の プログラムに対し対応計画を作成 (2018年 8月 ):各 プログラムと各事

業の戦略の整合性を 100%確保 (2019年 3月 )
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結 果 :プログラム概要に関し、現地からの情報収集、加盟団体と対応計画の作成を実施

し、各プログラム方針を定めることに貢献した。案件数が増加したにもかかわら

ず他事業部との協働で、助成審査委員会の運営は概ね円滑に出来た。また、助成

審査委員会の規程の見直しを実現し、助成審査委員会における、各専門家の増員、

助成フローの改善については、概ね目標を達成した。一方で申請書の改定に至っ

ては、引き続き検討する。

ウ.事業管理部

部門目標 :事業計画申請から返還金請求に至るまでのプロセスをレビューし改善点を洗い出

す。

結 果 :2018年度は、通常業務として、80件の申請書受付から審査・承認・契約・支払

いの諸事務手続き、110件の終了報告書の処理、206件の変更申請の確認、加盟

団体の内、38団体分の助成資格更新作業、年 2回の助成ガイドライン改訂や事務

局事業の実施に伴う様々な会計処理業務、案件管理システム (SalesfOrce)の 維持

管理に加え、不適切な事業執行等の複数の突発的な事象が立て続けに発生し、イ

レギュラーな対応が必要となった他、2016年度以前のものを合む 97件の長期滞

留終了報告書の精算処理、更には人的リソースの制約を含む複合的な理由により、

当初の改革計画推進に本格的に着手することができなかった。

しかしながら、情報共有や役割分担、教訓共有や業務の効率化等を日々徹底的に

実践した事に加え、突発的事象への対応や長期滞留した終了報告書の精算処理に

一定の目途が立ち、プロジェクトサイクルの正常化及び適正化の流れは確かなも

のとなりつつある。

2019年度は、JPF改革の大きな流れの中で、「ルール (ガイドライン)に沿った

適切な事業実施や資金執行」の管理を主管する要の部署として、管理部や助成事

業推進部等の他部署や加盟団体、各会議体と密接に連携し、より高次元での業務

実施を目指し、業務改革に着手したいと考えている。

工。地域事業部

部門目標 :今後の国内における広域・大規模災害の発生を見据え、国内災害に対応してきた

JPF加盟 NGOと 共に、これまでの東北・九州での知見・反省を活かした新たな国
内災害対応の支援方針を検討・策定する。

概  要 :昨年度実施された東日本大震災被災者支援事業の検証結果や熊本支援における
JPFの国内災害対応の経験・知見を教訓とし、南海トラフ・首都直下を含めた広域・

０
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大規模災害を想定し、部署を越えた検討会、JPF加盟NGOを交えた検討会を積み
重ね、今後の JPF国内災害対応の方針を策定すると共に、その結果を提言として

JPF内外的に発信する。

成果指標 :「国内災害設計検討会議 (JPF部署を越えた検討会の仮称)の実施回数」「検証
事業及び東日本大震災被災者支援事業の報告会の開催」「JPF国内事業方針・ビジ

ョンの策定」

結  果 :昨年度に実施された東日本大震災被災者支援事業の検証結果 (外部専門家による

提言)な どにもとづき国内災害設計検討会議を複数回実施し、地域事業部内でも

毎月の事業部ミーティングの中で今後のファンドレイジング案についても議論が

重ねられた。同時に、検証結果を外部専門家の統括をして頂いた方をお招きしJPF

常任委員会で報告した。

しかしながら、平成 30年 7月豪雨の発生により、地域事業部をはじめ各部署の

担当者が多忙になったため、その後は休止となった。その後、JPF内部改革の中

で、今後のJPF国内事業の在り方 (国内の大規模災害における対応期間・フェー

ズや加盟、非加盟団体への対応方針等)を部署編成も含めきちんと話し合うとい

う機運が高まり、組織的な議論は2019年度に持ち越される形となった

本年度は、東日本大震災被災者支援及び熊本事業のプログラム全体評価を 2020

年度に実施するにあたり、加盟 NGOの協力を得ながら、これまでのJPF事業の

経験、知見を踏まえ、今後JPFと してどのような国内支援を実施していくべきか

を議論、検討する予定である。

1.1.2地域主導による緊急課題への取り組み

被災地域において地元のネットワーク等を通し緊急課題を見極め、連携調整を含む事務局

が課題解決に向けての取り組みを実施。更に、地域が自主的に課題解決できるように地元団

体の組織基盤の向上を図る。

部門目標

ア.地域事業部

部門目標 :国内被災地域においての緊急人道課題への対応と体制づくり。強化・拡張

概  要 :被災地域における緊急課題に対する助成 (福島における「共に生きる」ファンド)
及び連携調整、JPF事務局による地域団体との協働事業 (プログラムアプローチ)

０
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※「緊急」の定義 :震災等により、生存・生活・尊厳に対する深刻な脅威がもた

らされている状態。東北では緊急状態が継続しているという認識のもと活動中。

成果指標 :共に生きるファンドにおける「訪間団体数」「申請事業数」「事業実施数 」「モニ

タリング回数・報告書数」「終了報告書数 」 「連携調整数」

結  果 :2018年度の「共に生きる」ファンドは、福島と原発事故に起因する県外への避

難者支援を対象とした事業へ助成を行いました。募集は 2018年 5月 (32次)と

11月 (33次)の 2回行い、申請件数は 27件、承認案件数 (事業実施数)は 13

件、助成総額は約 5千 4百万円でした。事業が前年度から2018年度にまたがっ

て実施された 29次、30次、31次の事業を含めると、実施事業数は26件で、う

ち福島県内での事業数が 21件、県外の避難者支援事業が 5件 となり、助成総額

は約 1億 2千 5百万円になります。助成分野としては、社会的弱者、生活困難者、

経済的・精神的困窮者を対象とする事業が 10件、避難先及び帰還先でのコミュニ

ティ形成関連事業が 10件、放射能汚染からくる不安に向き合い寄り添う事業が 5

件、人々の土台となる地域の伝統・文化・生業の存続に繋がる事業が 1件です。

また、2018年度に実施した事業モニタリング数 (団体訪間・事業相談)は 30件

です。「共に生きる」ファンドは、2018年度で全ての募集が終了となり、2019年

度は実施中の助成事業のモニタリングを実施します。

部門目標 :地元主導による地域の課題解決力の向上

概  要 :国内被災地域で活動する JPF加盟 NGOと 共に、地元団体の組織基盤を向上し、
また、行政を含む支援団体間の団体同士による地元主導型のネットワーク構築・

強化・拡張をはかる。

×「課題解決力」の定義 :レジリエンス、住民同士の助け合い活動及び非営利組織・

企業・行政等の個々の活動及びその質と、組織間の協働体制・ネットワークの有無

とその質の向上

成果指標 :復興庁被災者支援コーディネート事業及び東北・九州の諸業務委託事業における

「ネットワーク数」「ネットワーク参加団体数」「団体訪間数」「相談数」「研修・フ

ォーラムの数及び参加人数」「ネットワーク会議開催数」

結 果 :福島における復興庁被災者支援コーディネート事業と熊本における九州事業によ

り、被災県における中 。長期的な地元主体の復興を目指したマルチステークホル

ダー・複数団体による連携支援の枠組み、ネットワークづくりを 2018年度も実

施し、JPFが 2018年度に関わったネットワークだけでも10以上にのぼり、人材

の確保・育成、事務所機能の確保・強化、ノウハウの提供、資金助成等で支援を

実施した。
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福島県においては、震災・原発事故から約 8年が経過し賠償や補償制度も打ち切

られる中で、被災者の精神的な落ち込みや生活困窮に陥る世帯が目立ちはじめて

いる。こういった事態を受けて、医療を専門とするJPF加盟 NGOの MdMと 同
じく精神医療・保健福祉を専門とする地元 NPO「相馬広域こころのケアセンター

なごみ」、県外避難者の支援に従事する「ふくしま連携復興センター」、県内の復

興公営住宅のコミュニティ形成支援を実施する「みんぷく」などと協働し、福島

県域の「心のケアのネットワーク」「困窮者ネットワーク」を立ち上げました。2019

年度に地元主体による自律的な運営サポートを本格化させる計画である。

熊本においては、ネットワークをできるだけ地元団体に担ってもらうために、市町

村域で連携の中心を担う中間支援組織の発掘を、特定非営利活動法人くまもと災

害ボランテイア団体ネットワーク (以下「KVOAD」 )を通じて実施しました。JPF

事務局は、仮設住宅から恒久住宅へと生活の場が変化するフェーズの移行に伴う

多様な被災者ニーズを的確に把握し、現地で活動する多様な支援関係者と連携を

はかりながら包括的かつ効果的な支援を促進する環境を整えた。結果、県内から発

掘した、県域及び市町村域で連携の中心を担う中間支援組織 4団体への助成を決

定し、地域のレジリエンス強化に大きく貢献した。

(2018年 7月 に発生した西日本豪雨被災者支援でも3つ以上のネットワーク形成

に従事)

1.1.3イ ンパクトを測り事業に反映

主に海外助成事業において、加盟 NGOが 行う事業が従来の outputベ ースではなく成果
(outcOme)ベースになることを目指すための基盤構築とモニタリング・評価の実施をする。

実現に向けては加盟 NGOと密に調整を行い、フィードバックを基にしつつ専門家の意見
を取り入れたモニタリング・評価のシステムを構築する。

部門目標

ア.事業評価部

部門目標 :人道支援のインパクトと加盟 NGOに よる貢献を明示する

概  要 :支援の成果を測るためのベースライン指標の設定・データ収集・基盤つくり。戦
略に合致した支援が行われたかを確認するモニタリング・評価の実施

評価指標 :・ 年度末時点で ActMtyinお による月報の報告率が 100%と なる。さらに、利用

者フィードバックで 80%以上が 5段階評価で 3以上。
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・事業計画書・予算設計書、終了報告書・収支報告書及びそれらの改定された付属

書類の利用率が年度末時点で 100%と なる。

・年度内に実施されたモニタリング及び評価の最終報告書が 100%公開される。

・モニタリング及び評価の報告書の lessons learntが共通分野内の団体間で80%以

上共有される。

結 果 :加盟 NGOか ら提出される各個別案件の終了報告書において、例えば「対象地域
の給水施設を整備した」と「活動」記述するのではなく、右記の結果「該当コミ

ュニティにおいて水系感染症発生の報告がなかったことを踏まえ、健康状態改善

に寄与した」といったように、「活動」と「成果」に明確に区分されるようになっ

た。また、JPFが実施したモニタリング・評価事業については、現地行政機関を

はじめ,国連機関及び他 NGO組織等の関係各機関との政策対話を通じた事業連

携の可能性の検討に分析を実施し、水衛生、教育・児童保護、保健等の各クラス

ターやセクターの一員として相乗効果を捻出することに重点を置いた。

1.2ジ ャパン・プラットフォームの付加価値の発揮

JPFの 目標の二つ目としては、NGOと密に連携をとり課題を分析しプラットフォームとし

ての能力を発揮するための活動を立案し、加盟NGO能力向上を目指す。

1.2.1よ り良い支援に向けたプラットフォームの創出

人道支援の現場での課題を把握し、企業やメディアと NGOが連携して解決策を構築する
ことに資する施策と仕組みの検討と実施を行う。今後の大規模国内災害に備えた他の支援

機関、助成機関との連携による新規事業企画創出、関係強化を行う。また、多様なアクター

が現場に限らず連携・協力を行うことによりIPFの付加価値を発揮する。

部門目標

ア.緊急対応部

部門目標 :国内災害対応に備えるため、外部関係アクターとの連携強化、及び新たな災害対

応の連携方法を検討し、災害対応を強化する。
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結  果 :今後の大規模災害発生への対応を見据え、主だった災害対応のアクターとして、
全国災害ボランティア支援団体ネットワーク (JVOAD)、 中央共同募金会、日本

NPOセ ンターとともに、災害発生時の連携について、複数回の協議を実施した。
主には、災害時の課題や、発生時の調査・先遣隊の協力について、またNPO/NGO
に対する助成資金の全容や課題等についても協議を行った。こうした協議をもと

に、2018年 7月 に西日本で発生した「平成 30年 7月 豪雨災害」において、関係

者と連携を行い、発災時にはJVOADの枠組みで情報共有を行いながら、連携し

て調査を実施することができた。また、10月 には、JVOAD、 中央共同募金会とと

もに、被災 3県の中間支援団体 (岡山NPOセ ンター、広島NPOセ ンター、えひ
めリソースセンター)を集めて情報共有、意見交換会を行い、3県の連携をサポ

ートしながら、中間支援組織の重要性を確認するとともに、それぞれの中間支援

組織への支援の在り方についても協議、意見交換を行った。

JVOADと は、西日本豪雨被災者支援及び、北海道胆振東部地震対応において、

現地の連携促進のための情報共有会議の運営。開催や、地元NPOセ ンターの支
援などを協働事業として実施した。今後、JVOADと の連携については 2018年

度の実績を踏まえて、改めて振り返りを行い、包括的な協定の締結などを検討す

る予定である。

部門目標 :海外の提携団体との関係を強化し、情報収集・連携が加盟 NGOの活動に貢献す
る。

結 果 :海外の災害発生時には、Emergency Appeal Alliance(EAA)や Asian Disaster

Reducdon and Response network(ADRRN)な ど、海外の連携団体と災害情報や、

資金集めに関する情報共有を密接に行い、適宜広報・渉外担当や、加盟 NGO等
に情報共有を行うことができた。新しい連携として、今年度は、IOMと ウクライ

ナでの平和構築事業に日本の NGOから専門家を派遣する事業を実施した。日本
のNGOか ら4名 とJPF事務局より2名が参加し、ウクライナ東部での社会一体
化事業に参加し、海外や日本国内における災害・紛争における社会一体化事業や

平和構築に関わる経験や知見を共有することができた。海外における国連との新

しい連携としての実績を作ることができた。

イ.渉外部

部門目標 :企業と加盟 NGOが 共に人道支援現場の課題解決策を生み出す機会につながる

場の創出
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結  果 :2018年度の施策として企業とNGOの定例フォーラムの開催を計画したが、相

次ぐ自然災害の被災者支援のためのファンドレイジングヘの対応や、包括的に企

業・NGO連携のあり方を検討する場として JPF改革ワークストリーム 3「イノ
ベーション・企業連携」が創出されたこと等を受け、順延とした。一方で、今後

の災害時の連携も意識した個別行事は実施し、参加企業から好評を得ることがで

きた (名古屋開催報告会・勉強会「SDGs時代の災害対応とレジリエントなまち

づくリー備えと連携」、企業社内講演会複数回)。

また、災害発生時の被災地の課題を企業に伝え、解決に資する連携を複数調整す

ることができた (例 :西 日本豪雨被災地における土砂清掃用高圧洗浄機の企業か

らの無償提供の調整、同被災地における自立的復興を目指した企業財団からの追

加資金提供の調整、大阪北部地震・台風 21号被災地における家屋の屋根用のブル

ーシートの企業からの無償提供の調整、等)。

ウ.広報部

2018年度開始の3年戦略

3つの戦略骨子

1)日 本の人道支援を届けるプラットフォームとしての認知向上

2)多様なプレイヤーの交流と実質的な新しい価値・活動の創造

3)上記実現のための広報活動・ツールの戦略的アップグレード

×参照 :2018年 3月 14日開催理事会承認資料

部門目標 :2)多様なプレイヤーの交流と、新しい価値や活動の創造

概  要 :広報ターグット層に向けた各企画を実施。多様なアクターとの交流を深める機会
を増やすことにより、より多くの人々にJPFを理解・認知してもらい、プラット

フォームとして新しい価値を生み出す場の構築 。強化を目指す。

果 :※各項目は、「2018年度事業計画」に対応。

① 共感する現場体験の実施と共有 (JPF× ART準備、インフルエンサーの可視化)
・ 新しい試みとして、インフルエンサー企画「JPF× ART」 を事業部と連携して展開
した。昨年度からの安全と内容に関する関係者調整を経て、3月 1日～9日、現代

美術家として世界中にファンをもつ奈良さんのヨルダン訪間を実施。奈良さん

Twitterや Instagramに よる発信やJPFウ ェブコンテンツの随時更新により、難民

問題やJPF認知を高める、長期にわたる価値ある企画となることを期待したい。

「JPF× ART」 の 目的 :

― インフルエンサーによる実際の出会いや体験や共感の発信により、日本では身

結
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近に感じる機会の少ない難民問題について人々が関心を持ち、自分ごととして

向き合うきっかけが生まれること。JPFの認知向上。
‐ 社会課題に問題意識を持つ作家の作品づくりに対し、JPFと して貢献する。
以下の広報計画を提案、実施した (2019年 5月 15日現在、5.以外を実現)。

1.プレスリリース (3月 30日、 5月 16日 に発行済み)
2.JPFウ ェブサイト、 Faceb00k、 T�tterへの掲載  (随時更新)
3.取材と記事掲載  (取材完了済み、記事掲載調整中)
4.ト ークイベント (6月 15日 開催決定、当日のための準備中)
5.作品関連  (未定)
6.6/20難民の日に向けた、他団体コラボレーション(6月 15日 イベントで実現)

② メディア懇談会の継続 及び、
③ 事業イベント強化、目的、ターグット、キーメッセージの明確化

・ 2018年度はイベント開催数よりも、確実なメディア掲載の実現や JPF× ART企画
を優先する方針とした。中でも、2月 14日 開催「あれから8年、福島のいまとこ

れから ～国内避難の教訓を世界へ～」(第 7回 JPFメ ディア懇談会)は、国内メ

ディアが報道しにくい福島について、海外メディアをメインターゲットに企画し、

結果、メディア参加数と JPF名 を伴うメディア掲載数について、ともに目標を上

回る結果を実現した。福島は、センシティブで複雑な状況と長期化により、毎年、

地域事業部と現場の声を聞きながら企画づくりをしてきたが、今回は"国内避難民"

というメッセージを伴う厚みのある企画となった。(国際的にみたら「国内避難民」

という気づきや視点から課題を直視した洞察や、世界共通の「母親」たちの行動を

通して、8年目の福島の現状と教訓を提供)。

・ 参加メディア:NHK、 朝日、河北新報などの国内メディアのほか、AFP通信、ABC
放送、スペイン通信社、HUFFPOST、 フランス、オラング、オーストラリア、香

港、スペインなど6ヶ 国 11社 より 14人のメディアが参加。以下のメディア掲載

を実現。ほか、企業 5社 6名 をはじめ合計 40人が参加。

・ メディア掲載 : 8媒体 10記事 (7.8.以外はJPF名 を伴う掲載を実現)
1.思考香港 (Web 動画版、及び、記事版)
2.KIWS― KyOdO News Plus(lVeb)

3.JAPAN TODAY(Web)

4.国際新聞 (Web)
5.IRAN DAIRY(Web)

6.Atomic Age(Web)

7.Broady―ⅥiCEオ ンライン版  (Web)

8.Trouw(紙 面、Web)
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④ 渉外連携による数値目標の共有 (JPFサポーターの安定的確保/コ ンテンツマーケ
ティング、SDGs見える化)

・ 渉外部に以下の提案をし、コンテンツの作成をした。
― コンテンツマーケティング :現場ストーリーのない JPFに合わなかった。
今後 トライ&エラーで適切な Webマ ーケティングを検討する必要がある。
― 評価測定 :PV他、マンスリーサポーター数をコンバージョンとして設定
「文芸春秋」記事広告コンテンツ

ー マンスリーサポーターの個別ランディングベージ :1桁/月 以上は超えず、
コンテンツや見せ方を検討する必要がある。

‐ EAA(Emergency Appeal Ahance)の 年間ミーティング参加、内容を共有

した。

・ JPF初の SDGs関連広報を実施することができた。“すでに SDGsそ のもので

あるJPFの 日々の業務をまずは見せる"と いう広報方針で、年次報告書、ウェブ

サイトに記事掲載した。

⑤ 大規模災害時のメディア、企業連携 (全国的キャンペーン)
・軸となる新ファンドが事務局として立ち上がらなかったため、広報計画を延期した。

工.事業管理部

部門目標 :Core Humanitarian Standardを 取り入れた特に組織のガバナンスについて着目

し、助成資格制度の制度設計を行う

結 果 :2018年度は、加盟団体の内、38団体分の助成資格更新作業を実施した。長期滞

留終了報告書の精算処理等業務正常化プロセスを重点的に実施したため、当初の

改革計画に挙げた助成資格制度の制度設計見直しに着手できなかった。2019年度

では、幹事会や NGOユニット、ガイドライン委員会との議論を踏まえ、また、
JPF改革のコンセプトも考慮し、慎重に助成資格制度の見直しを検討する。なお、

見直しにあたっては、CHSと の整合性、特に、組織のガバナンスに関連する箇所

に留意する。

オ.事業評価部

部門目標 :JPFが卓越した人道支援機関となるための体制が確立される。

概  要 :JPFが海外で人道支援を行うに当たって、国際潮流の中ではミニマムスタンダー
ドとしてされている CHSが反映されている事業を行える体制を整えるために
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Self Assessmentを 行い、CHS Allianceの 正式メンバーとして加盟することを目

指す。

成果指標 :

・CHSア ライアンスの offlcial memberに なる計画を策定する。
・JPFと 同じような機能を持つ他の団体からのレビューを1回以上受ける。

・CHS Self Assessmentを 1度実施する。

・訪問予定国別安全対策マニュアルの整備率を100%と する。

結 果 :CHSア ライアンスの推進事業の一環として、国際協力NGOセ ンター (JANIC)
と連携し、「支援の質とアカウンタビリティ向上ネットワーク(JQAN)」 運営協力

にて、「国際的な人道支援の必須基準 (CHS)」 認証取得の目的としたJPF加盟団

体向けの実践支援にむけた方針と複数年計画の策定に向けた活動を実施中である。

「敵対的環境への意識向上研修 (HEAT(Hostile Environment Awareness

Training))」 に関しては、国内研修の実施は時期尚早のため見合わせぎるを得な

かったものの、米国、オラング等にJPF職員・関係者を派遣し、危機管理能力の

向上に貢献したことで、将来における本邦研修の基盤は確立されつつあると言え

る。

1.2.2加盟 NGOの能力向上

質の高い、かつ、日本の顔が見える人道支援を世界に広げるために、加盟 NGOが効果的な
人道支援を行える体制を整えることを目的とした組織強化と人材育成を通し、能力向上を

目指す。

部門目標

ア.事業評価部

部門目標 :継続した学びを通じたよりよい事業の実施を支援する。

概  要 :現在基礎的な研修の提供にとどまっているNGOキ ャパシティ・ビルディングに
ついて、若手人材の裾野からの獲得とカリキュラム制度の確立、専門性の確立の

ための育成計画、事業内容のグッドプラクテイスやレッスンラーンドの共有を通

じたJPF全体での学びの推進を実施。

成果指標 :

・キャパシティ・ビルディング・アカデミーの設置計画が 80%完了する。
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・抜き打ち検査による改善項目のうち80%が実際に改善される。

・日本語版スフイアスタンダードの翻訳において主要な協力者として資金提供・

人材協力を行う。

結  果:上記JQANの枠組みで、「スフイア・ノ`ンドブック日本語 2018」 の最終化に向け
た作業を実施中であり、同′ヽンドブックの発行を踏まえ、国内のNGO団体及び

国内災害支援関係者等を対象に啓発活動展開に向けた準備を実施している最中で

ある。

1.2.3世界的な関連動向に関する戦略的な洞察を提供

難民に関するグローバルコンパクト(G10bd COmpact On Refugces)や 、世界人道サミット

(World Humanitarian Summit)か ら派生した様々なイニシアティブ(NewWaysofWorking,

Grand Bargain)な ど、国際的な議論が行われている事柄について、事務局として積極的に関

与する。また、主要 ドナーの援助戦略に関する情報収集を行う。

部門目標

ア.助成事業推進部

部門目標 :人道支援に影響を与える国際動向を把握し、議論に関与する。

概  要 :国際動向に関する戦略的な洞察を加盟 NGOを合む JPFのステークホルダーに
提供することにより、そうした動向に関するsensitizationを 目指す。動向を把握す

るために JPFは様々なネットワークに参加し、幅広いアクターとの連携構築を行

つ。

成果指標 :セ ミナーや勉強会 (他団体主催も含む)な どを通した情報提供及び関連議論への

貢献×4回 (2019年 3月 )JPF主催のイベントに限り、アンケートをとり理解度

をはかる。

結 果 :グローバルコンパクト関連で積極的に参加、事務局がリードし、その知見をNG
Oな どと共有した。また、国際的な人道支援 NGOネ ットワーク組織であるICVA
への加盟手続きを実施し、最新の政策議論の情報収集、国際会議などからの情報

交換なども実施した。さらに、ロンドン大学主催のWSに も参加し、地域事業部
との連携を通じ、JPF加盟 NGOな ど、JPF関係者の認知度を上げるために、知
見を広く共有 。発信することに務めた。
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イ.事業評価部

部門目標 :JPFが卓越した人道支援機関となるための体制が確立される。

概  要 :JPFが行う人道支援が、国際スタンダードとされる質とアカウンタビリティを確
保できるための体制構築を行うとともに、海外における拠点を設置する。

成果指標 :

・東京で CHS Contrenceを 開催し、参加者の満足度調査で 80%以上が 5段階評価

で 3以上と回答する。

・日本以外の拠点を 2つ以上設置し、それぞれの拠点の稼働率を年間 25%以上維持

する。

結  果 :すでに言及したものの、JPFは「国際協力 NGOセ ンター (JANIC))と 連携し、
「支援の質とアカウンタビリティ向上ネットワーク(JQAN)」 運営協力にて、「国

際的な人道支援の必須基準 (CHS)」 認証取得を目的とした加盟団体向けの実践支

援にむけた方針と複数年計画の策定に向けた活動を鋭意実施中である。JPFの海

外拠点創設に関しては、依然検討中であるが、事業モニタリング評価の実施の際

は、国連、NGO、 二国間支援協力機関のカウントリー・オフィスをはじめ地域本

部との調整と連携を重視し、支援の効率性の具現化を念頭においた活動を実施し

ている。

1.3経営基盤の強化

人事、ファンドレイズ、ブランディング強化等を通し、効果的で効率的な組織の構築を継続

することにより、質の高い援助活動の実施につなげる。

1.3.1人事強化

円滑な助成事業を行うための組織全体の運営を支える人材の確保を目指す。

部門目標 :職務分掌整備、規程の拡充

概  要 :職務分掌に則した権限規程の整備、就労関連規程の拡充

果 :職務分掌及び職務権限規程に関しては、現組織体制での原案は管理職 ミーティ

ングにおいて議論の上、作成することが出来たが、JPF改革に伴い現行の組織、

結
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各委員会の権限の見直しが議論される中、ベンディングとなる。2018年度、理事

会で承認を得た規程は①情報セキュリティ管理規程②在宅勤務規程③ノ`ラスメン

トの防止に関する規程④スマートフォン利用規程⑤育児・介護休業及び短時間勤

務等に関する規程⑥事業継続計画規程(BCP規程)の 6つの規程を施行した。ノ`ラ

スメントの防止に関する規程の施行に併せて、コンプライアンス、ノ`ラスメント

に関する外部相談窓口を開設。′ヽラスメント研修を合め職員の意識改革を図った。

中期の概要 :新事務局体制の元、管理職のマネジメント能力を更に向上させ、活気があり風

通しのよい職場環境を作り出す。働きやすい職場環境を整備して、雇用の安定に

努める。

1.3.2フ ァンドレイズとプランディング強化

財政基盤の強化をはかるため、企業との連携やJPFに対する認知向上を目指す。「日本 No.1

の人道支援のプラットフォーム」とするポジション確立のためのブランド構築を目指す。

部門目標

ア.渉外部

部門目標 :ア プローチの緻密化と対象の拡大による民間資金増加

果 :2018年度は複数の自然災害が発生したが、2017年度に強化された渉外部の体制

を活かし、外部への情報発信や協力依頼を緻密に行うことができた (例 :企業向

け災害概要・支援関連情報メール発信約 40通、災害発生後早期に被災地の状況と

今後の見通しを提示する報告会の開催 [9月 7日 西日本豪雨報告会]、 企業への個

別説明や申請書・提案書の提出を伴う丁寧な協力依頼、クラウドファンディング・

チャネルの活用強化、予測される支援内容や長期的に必要な資金額を早期から明

示しての協力依頼、等)。 また、広報を通じた認知の拡大、イベントや人脈を活用

した接点創出にも努めた。引き続き経団連 1%ク ラブ様からの寄付呼びかけのご

協力もいただくことができた。

それらの結果、多くの企業・個人の皆様から、支援活動のために必要な資金にお

いて多大なる協力をいただくことができた (例 :西 日本豪雨へのご寄付約 6.9億

円、北海道地震約 0.93億円、スラウェシ島地震・津波約 0.6億円、等)。 また、

結
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新しいご支援も多数賜ることができた (例 :賛助会費 5件、一般寄付 12件、事

業特定寄付約 250件、等)。 さらに、企業との新たなタイアップ・ファンドレイジ

ング施策も複数生まれた (例 :募金箱設置、商品売り上げや社内販売売上を通じ

た寄付、株主優待メニューヘの寄付追加、等)。

一方で、2018年度は事業特定寄付以外の民間資金のご支援をさらに賜れるよう

に計画的な活動に注力することを目指していたが、上記の取り組みや支援者への

活動報告活動を優先し、ほぼ着手できなかった。今後の課題である。

部門目標 :フ ァンドレイジングのための認知向上とインフラ強化、新たな資金源の模索。

結  果 :2018年度は外部委託も使い従来にないファンドレイジングの具体的施策策定と

準備の着手を行うことを予定していたが、計画を綿密に見直すことを進め、今後

これを包合しJPFの フアンドレイジングのあり方を検討する場として、JPF改革

ワークストリーム4「ファンドレイジング強化」が創設された。以降、この場を

中心に活動を計画、実施していくこととなった。

一方で、今後さらに重要性を増す継続的なご寄付や遺贈に対応する施策 (例 :マ

ンスリーサポートを呼び掛けるコンテンツマークティングの実施、JPF広報媒体

におけるマンスリーサポート呼び掛けの増加、マンスリーサポーター制度 5周年

に際しての支援者の皆様への御礼とアンケート、文藝春秋の遺贈記事特集への記

事掲載、等)や SDGsと 関わり (第 2回 JPFデー「SDGsを通して見える !'新

たなJPFの姿」、企業や他 NGOで の SDGsゲーム開催)等、将来的な新しいフ
ァンドレイジングのあり方につながる活動を行うことができた。

イ.広報部

部門目標 :1)「日本No.1の 人道支援のプラットフォーム」としての認知向上。

概  要 :JPFが ビジョン・ミッションを実現できるよう、伝えたい姿、メッセージをとも
なった認知向上、信頼促進。JPFの培ってきた強み (コ アバリュー/キーメッセ

ージ)を訴求し、より影響力をもって認知されるよう、各企画を実施。(2018年

度上半期にファンドレックスヘの委託事業中止。ただし内容はもとの広報計画を

組み入れたもののため、委託の有無に関わらず実施中)

果 :※各項目は、「2018年度事業計画」に対応。年度内に状況に合わせて以下内容に調整。

① ターグッティングしたメディアリレーションによる、露出の質と数を向上した。
・ 過去 3年間の記者リレーション強化、メディア懇談会継続により、日々の情報交換

など相互に助けあえる記者が増加し、常に広報に反映できている。特に 2018年度

結
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は、広い周知よりも確実なメディア連携に注力した。その情報を必要としているメ

デイアヘのビンポイントな情報共有で、伝えたいメッセージと JPF名 を伴う記事

を大幅に増加し、以下の質と量を実現。主なメディア掲載は以下の通り。

‐ 日本テレビ「NEWS ZERO」 (TV、 Web): スフィアスタンダード (西日本
豪雨の際、背景にあるスフイアスタンダードついて訴求)

― 朝日 WEBRONZA(Web):「 西日本豪雨これからの課題」緊急対応部部長
インタビュー記事 (2016年 3月 開催のメディア・自治体・NGO連携イベン

トの教訓、"こ れから起こることをプロとして事前に伝える"よ り)。

‐ 朝日WEBRONZA: 「国内避難民って知っていますか
'」

― 美術手帳 :「奈良美智、ヨルダンでシリア難民の生活を体験」(JPF× ART)
‐ 日経新聞 (紙面、Web): 「応援阻んだ広域災害」地域事業部スタッフコメ
ント (西日本豪雨 SEO対策の成果。記者のキーワード「西日本 支援 ボラン

ティア 過不足」による地域事業部ブログのウェブ検索より)

― BuzziedJapan(Web)2記事 :「災害ボランティアに参加するなら絶対に知

っておかねばならない」、「地元のニーズにあわせることが重要」

‐ J WAVE JKRadio: 「西日本豪雨現地の様子とNGOの役割」/ジョンカ

ビラによる緊急対応部部長インタビュー

ー 愛媛新聞:「現地の声集め、情報共有会議はかる」、「宇和島復旧・情報共有」
(熊本事例からの学びによる事前の地元メディアヘの声がけ)

― ポプラ社 : 「写真とデータでわかる平成時代」/国際人道支援関連
また、特に JPF名露出を目的にせず、メディアと人道支援関係者とのネットワー

キングを目指して開催してきたメディア懇談会等により、以下のメディア露出を

実現した。今後も JPFのメディアリレーションと、人道支援関係者が持つコンテ

ンツとを相互共有し、アウトブットをサポートすることを JPF広報が業界全体に

貢献できる付加価値のひとつとして促進したい。

― 朝日WEBRONZA: 「危険な世界で不可欠な NGOに なるために 上・下」
/SCJ&JPF(NG02030メ ディアコンサル提案とその後の記事編集調整)
‐ NHK BSl国際報道 2018:「JaNISS活動」(JaNISS共 催のメディア懇談会、

JPF広報による複数記者への長期的な情報更新)

② ネットメディアにおける存在感の向上 (攻めるSEO対策)
・ Googleオ ーガニック検索で、JPF西日本豪雨被災者支援ページの 9か月連続 トップ

ページを維持した。: SEO対策 (「活動レポート」、企業連携例、写真掲載等、頻繁
なウェブ更新と Facebook投稿によるウェブ流入増加及びメディア掲載の相乗効果)

により、「西日本」「豪雨」「募金」「支援」「寄付」等のキーワードで Google検索 トッ

プベージ掲載の9か月間維持を実現。7月 のPV数は94,428回 と過去 5年間で最高。
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直帰率もPC経由47.6%と トップページに続き2番目によく、また FacebOOkセ ッシ

ョン数も年間平均の約 2倍に。寄付や支援に関心が強いユーザーの確実なウェブ訪

間につながった。渉外部からも、寄付企業・個人の数の増加に寄与した感触を得てい

る (寄付理由、経路等のドナーサーベイが必須)。

部門目標 :3)上記の1)2)実現のための戦略的インフラアップデート
概  要 :JPFの認知度向上とファンドレイズ能力向上に必要な活動とツールをアップグ

レードする基盤構築

成果指標 :ウ ェブサイトPV維持&増加 (前年度の 15%増 );新コンバージョン設定と運営

結 果 :※各項目は、「2018年度事業計画」に対応。年度内に状況に合わせて以下内容に調整。

① 3つのウェブサイトについて最新情報の更新と継続的な改善を実施した。
・ 過去 5年間の Faccb00k投稿を「活動レポート」としてウェブ活用した (こ れまで、

頻繁に投稿している Faceb00kを企業が見られないという課題があったが、毎月必

ず 1回以上 Facebook投稿してきている現行各プログラムの各 NGOの活動を掲載
することで、更新感が伝わるページとなり企業からも好評であった)。

・ オーガニック検索が前年比 125.7%ア ップし、流入経路 1位となった。2017年度に

下がった PVも 回復傾向に。(JPFウ ェブサイトのPV数は、2013年度秋のG0081e

Ad Grants導 入、コンテンツ更新による改善、SEO対策により、1年間で最大 290%

増加し、年間 PV45万以上を実現。その後、2017年度に 36万 PVに減少した以外

は、日々の最新情報への更新や改善により年間 42～ 48万 PVを維持。2018年度は

2017年度の減少を、38万 PVと 回復傾向にもちなおした。また流入の約 80%がオ

ーガニック検索による直接流入になるなど、質も向上した)

・ マンスリーサポーター申込数をコンバージョンに追加設定し、評価測定が可能に。

・ 攻めるSEO対策を各プログラムに展開した。
・ 東日本&英語ウェブサイトの更新が課題である。

② 広報基本ツールの運営

・ Facebook:5年連続、現行全プログラム内容の毎月投稿を維持できた。2017年度

に減少したウェブ流入率も、訪問数 15%増、PV数 41%増 と大幅に回復した。
・ ODAメ ールマガジン :各回にテーマとメッセージを伴い、毎月発行した。
・ 地域事業部ブログ :ス タッフ各位の個性を生かし、毎月の発行を維持した。

・ プレスリリース :タ ーグットメディアヘのビンポイントな訴求により、メディア掲
載を増加した (p.15、 22、 23参照)。

・ 年次報告書 :SDGsや数値でわかるJPF等新コンテンツを追加し予定どおり発行。
・ 団体紹介パンフ :基本情報は随時更新。プログラム要更新 (2019年 6月 対応済)。

23



特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム(認定 NPO法人)
2018年度 事業報告

・ 団体紹介 PPt:各プレゼン機会で活用した。

③ 危機管理広報 : 昨年末より、上記すべてに優先する広報業務として随時対応した。

1.3.3効果的で効率的な」PFの構築

JPF事務局として効果的で効率的な組織として存在するための基盤構築。主に、lCT等、イ

ンフラ設備の改善、内部統制・情報保護管理・BCPへの取組を実施するとともに、認定NPO

資格更新を目指す。

部門目標

ア.管理部

部門目標 :情報管理体制の確立

概  要 :ITシステムのクラウド化と情報管理体制の確立による業務の効率化の実現

結 果 :2017年度より推進してきたITイ ンフラ構築が完了。当初計画した共有サーバー

のクラウド化対応を変更し、データーセンターヘの共有サーバーヘ移行を完了さ

せた。共有サーバーのクラウドヘのパックアップ体制構築は 2019年度に計画し

ている。情報セキュリティ管理規程を施行し、職員への情報管理の意識を高める

とともに、セキュリティシステムの切替を行い、セキュリティ環境を大幅に強化

した。在宅勤務も職員の中で定着し、今後益々、情報セキュリティ管理への意識

を高めていく必要がある。

中期的目標の概要 :情報セキュリティ管理教育を実施しながら、オフィス内における情報管

理の徹底を推進し、JPFの信頼度を向上させ効果的で効率的なインフラ基盤を整え

る。

部門目標 :公益法人会計方針の変更

概  要 :平成 20年度公益法人会計基準への移行、PCA会計システムの改修、会計規程改
定

果 :2018年度で、認定更新に向け会計基準をH20基準へ変更した。これに伴い使用

科目の適正化、会計規程類の整備をはかることができた。

結
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結

中期的目標の概要 :2019年度に東京都の認定 NPO法人としての資格更新を目指すため、
2018年度において会計方針の変更を行った。2020年度以降について、改正法に準

拠した会計原則となり、JPFの信頼度を向上させ、適正で効率的な財務基盤の構築

を目指す。

イ.事業管理部

部門目標 :案件管理システムの構築・運用を行う。

果 :2018年度は、通常業務に加え、不適切な事業執行等への対応、及び2016年度以

前のものを含む 97件の長期滞留終了報告書の精算処理を重点的に実施したため、

当初の改革計画に挙げた案件管理システム構築・運用に係る調査・実施計画策定

作業が開始できなかった。

2019年度は、上記及び通常作業正常化に一定の成果が上がったことから、事業会

計運用と案件進捗管理の効率的実施に向けたシステム構築を目標とする調査・計

画策定作業を実施する予定である。

[2]海外支援事業の実施報告

2.1イ ラク・シリア人道危機対応支援

【プログラム予算】1,865,200,000円 (政府資金)

【実績】1,865,200,000円 (政府資金)

【プログラム期間】2018年 3月 ～2019年 2月

【実施団体】10団体 (AAR、 ADRA、 CCP、 IVY、 JCCP、 NICCO、 PARCIC、 PWJ、 SCJ、

WVJ)、 18事業

【プログラム概要】7年目に入ったシリアの人道危機は、甚大な苦しみと破壊、そして人命

の軽視を招いており、その犠牲の矢面には民間人が立ち続けている。2017年 11月 に国連が

発表したシリア人道ニーズ概要 2018に よると、シリア国内で人道支援を必要とする人々は

1,310万人おり、そのうちの 560万人がとりわけ深刻な状況にあるとみられていた1。 また、

シリア周辺国に逃れており、UNHCRの難民登録しているシリア難民の総数は、2017年 12

月 15日 時点で 544万人余りと試算されていた2。

長年不安定な情勢に苛まれているイラクでは、今でも世界最大規模の一つとされる人道危

1 0CHん
SI a Human tar aコ__11■堅ls_Overv ew 2018, November 2017, p.4

r-asency lnfornat ion Sharine Portal'l Syria Resional Refusee ResDonse Int
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機が発生している。2017年 11月 に発表された国連の世界人道ニーズ概要によると、イラク

国内において 870万人が引き続き人道支援を必要とする状態が続き3、 2017年度のイラクの

人道危機に対する対応計画によると、480万人の国内避難民が発生しており、2017年 9月

時点でそのうちの約 330万人が未だに避難を続けている一方で、約 220万人の帰還民もい

るとされていた4。

2018年度本プログラムでの支援分野は、食糧・物資配布、シェルター、水・衛生、保護、

栄養、教育、医療・保健、心理社会、農業、その他と多岐に渡った。稗益者数は356,878名

(見込み)。 イラク、シリア、レバノン、ヨルダン、 トルコの 5カ国において、事業を実施
している各加盟団体が以前から積み重ねてきた実績を活かし、①人々を中心に据え、人道支

援の原則に則った支援、②脅威に直面する人々の緊急ニーズヘの対応、③脅威に直面する

人々の保護状況が間接的にでも改善するような保護の視点を取 り入れた活動、そして④

人々が自力で生活再建を図れるよう後押しする支援、の 4点 を戦略目標に掲げ、支援を実

施してきた。また、国連/国際機関との連携の重要性も常に認識し、国連/国際機関が主導す

る当地のセクターやクラスターシステムに参加し、支援に偏重や調整不足が起きたりする

ことがないよう努めている。このような他団体との調整システムヘの参加や人道支援の国

際基準への準拠によって、質の高い日本の支援の認知度を高めることができている。

2.2南スーダン難民緊急支援

【プログラム予算】880,000,000円 (政府資金)

【実績】880,000,000円 (政府資金)

【プログラム期間】2018年 3月 ～2019年 2月

【実施団体】8団体 (PWJ,PLAN,WVJ,SPJ,SCJノ AR,ADRA,JISP)、 8事業

【プログラム概要】2016年 7月 以降、南スーダンの状況が激変し、大量の避難民が国境を

越え、周辺国へ流入した。この状況を踏まえ、JPF加盟団体は、ウガンダ、エチオピア、ケ

ニアで緊急支援対応した。ウガンダはスーダンに次ぐ南スーダン難民の受け入れ国であり、

2018年度末の時点で南スーダン難民はおよそ80万人。エチオピアはおよそ42万人、ケニ

アはおよそ 11万人である。上記 3カ国における団体、支援分野の内訳はウガングがPWJ,

PLAN,WVJ,SPJ,SCJ,AAR、 支援分野は水・衛生、シェルター、保護、教育。エチオビア

ではADRA,WVJ、 支援分野が、水・衛生、教育。ケニアが、PWJ,JISP、 支援分野は水・衛

生、シェルター、子供の保護である。稗益者数は上記 3周辺国で 468,633名 (見込み)であ

る。

3 0CHA,Global Huttnitaニ
ェ Needs Overttw 2018,December 2017,p33

4 oCHA lraq Hu[anitarian Response Plan 2017, February 2017, oo.4-i; oCHA" lrao: Human i tar i an SnaDshot (as

of望二鯉tem堕201■ :∝HA,」ェ型
=_L興
ュ1ュ菫LL」■L」L_lLm_Sユ L」旦_2Ш_」」型 」」2■_1_lCl山

=_型
_コ_
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2.3 南ス…ダン人道危機支援

【プログラム予算】659,000,000円

【実績】659,000,000円 (政府資金)

【プログラム期間】2017年 6月 ～2018年 5月

【実施団体】3団体 (WVJ、 PWJ、 JCCP)、 3事業

【プログラム概要】JPFでは南部スーダンの帰還民支援プログラムを2006年から開始、南

スーダン独立以前より10数年間、難民の帰還支援やインフラ整備、現地行政や地域住民の

能力強化などの活動を実施してきた。

しかしながら、2013年 12月 に起こった大統領派と副大統領派による武力衝突により、南ス

ーダン国内での国内避難民の発生のみならず、周辺国へ多くの人々が避難した。この状況に

応じて JPF加盟団体は直ちに緊急支援を開始した。迅速に対応することができたのはそれ

まで長期間にわたって培ってきた知見やネットワークを活かした結果である。このような

状況を踏まえて、JPFは 2016年から「避難先や悪化した低開発状況における人道支援レス

ポンス」及び「帰還と再生に備えたレジリエンスの強化」を目的とした3ヵ 年「南スーダン

支援プログラム」を開始した。しかし、2016年 7月 に首都ジュバで新たな武力衝突が起こ

り、事態は悪化の一途を辿っていた。2018年 9月 に南スーダンにおける紛争解決への再活

性合意 (ReⅥtalised Agreement on the Resolution ofthe Con■ ictin South Sudan)が、 よ う

やく動き出したが、あまり進捗がない状況が今日まで続いており、先行きが不透明である。

総合的食糧安全保障レベル分類 (Integrated Food Security Phase Classincation)で は、人口

の 57%が危機・緊急段階に達している。実に国民の 3分の 2が人道支援を必要とし、IDP

人口は 196万人、帰還民人口は86万人である。

2018年度は、複数年度の3期目にあたり、支援分野は教育、水・衛生、農業、平和構築の

ための紛争解決支援を実施。稗益者は、468,633名 (見込み)である。複数年度として、実

施団体はこれまでの知見を活かし、もともと低開発状況であった国で、これ以上不安定な状

況が続くことにより、コミュニティが崩壊しないために、また、今後、帰還民が増加する可

能性も念頭に置き、さらなる質の高い活動ができるよう取り組む必要がある。

2.4ミ ャンマー避難民人道支援

【プログラム予算】829,441,892円 (政府資金)

【実績】829,441,892円 (政府資金)

【プログラム期間】2018年 3月 ～2019年 2月

【実施団体】9団体 (PWJ,PLAN,MdM,JISP,SCJ,WVJ,IVY,JADE,AAR)、 15事業

【プログラム概要】1990年代からミャンマー・ラカイン州におけるロヒンギャヘの迫害は
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行われており、暴力を原因とし過去数回において彼らはバングラデシュに強制移動を強い

られてきた。国連 ミャンマー事実調査団 (UN Independent lnternational Fact‐ Finding

Mission on Myanmar)の 報告書によると、ロヒンギャを狙った暴力行為はジェノサイドの

意図があり、人道に対する罪が国際法上の犯罪として置かされた。その中でも、2017年 8

月25日 発生したイスラム系小民族の武装勢力とミャンマー政府軍の衝突によって、2018年

12月末までに約 72万人の同民族が隣国バングラデシュ人民共和国チッタゴン管区コック

スバザール県に避難した。Inter‐ Sector Coordin� on Group(ISCG)に よると2019年 1月 9

日時点でコックバザール県の避難民キャンプ、及び新たに形成された避難民キャンプは、34

地区 (キ ャンプ)に 区割りされ、避難民 90万 9,000人 が居住している。

大量避難民受け入れを余儀なくされたバングラデシュは、難民条約に加入しておらず、避難

民を「不法入国者」として速やかに送還するのが基本方針だが、シェイク・ノ`シナ首相は国

際社会の支援を求めながら対応しており、強制送還などの非人道的措置は講じていない。

本国帰還の動きは、2018年 11月 15日 に始まる予定だった第一陣の帰還が、ミャンマー国

内の人権状況が改善されていないことなどを理由に避難民の激しい抵抗のため、失敗に終

わり、その結果、援助関係者の間では本国帰還は当面見込めなくなったとの見方が強くなっ

ている。

JPFは 1.人々を中心にとらえ人道支援の原則に則った支援の徹底、2.支援対象者の保護・

尊厳・ウェルビーイングを確保すること、3.避難民と受け入れ地域住民の自立とレジリエ

ンスを構築する支援、4.人命を救う支援を実施するのと同時にサービスの質の向上と合理

化を目指し、公平なアクセスを確保する、の 4つ を戦略目標として掲げた。支援分野は保

健・医療、シェルターとNFI、 防災、保護、教育、水・衛生、心理社会的支援と多岐にわ

たり、稗益者数は、351,766名 (見込み)である。

2.5アフガニスタン人道危機対応支援

【プログラム予算】217,500,000円 (政府資金)

【実績】217,500,000円 (政府資金)

【プログラム期間】2018年 2月 ～2019年 3月

【実施団体】3団体 (CWS、 PWJ、 SVA)、 6事業

【プログラム概要】長年に紛争に苛まれてきたアフガニスタンは、近年情勢が一層混迷して

いることで治安状況が悪化している一方で、地震・洪水・干ばつが頻発する災害大国でもあ

り、気候変動の影響も相まって、2018年には特に深刻な干ばつに見舞われた。2018年末の

試算では、アフガニスタン全土で 630万人が特に緊急性の高い人道ニーズを抱えていると

されているが、人道アクセスがままならない地域も多く存在するなかで、その実数の把握は

難しい。紛争と災害によって家を追われる人々が後を絶たず、人口移動はもはやアフガニス

タン人道危機の不変な特性と化しており、移動を強いられる人々とその受け入れ地域のど
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ちらにとっても影響を及ぼしている5。

JPFでは、2016年半ばから急増したパキスタンなどの周辺国からのアフガニスタンに流入

する帰還民の人道ニーズに対応するため、2017年 9月 にアフガニスタン帰還難民緊急支援

プログラムを立ち上げた。その後、アフガニスタン国内の国内避難民の急増を受け、プログ

ラムの対象を国内避難民・帰還民とその受け入れ地域住民にも広め、2018年 2月 から本プ

ログラムヘと名称を改めた。支援分野は食糧安全保障、緊急シェルターと物資配布、水・衛

生や子供の保護と多岐にわたっている。禅益者数は約 44,788名 (見込み)である。

アフガニスタンの人道危機は、多くの要因が入り組んだ形で絡み合うことで慢性化してお

り、引き続き膨大なニーズを作 り出しているが、混沌とした状況が何十年も続いている影響

もあり国際的な関心が薄く、人道支援活動における資金不足も慢性化している。JPFでは、

引き続きアフガニスタンの状況を注視し、小規模ながらも脅威に直面している人々のそれ

ぞれの脆弱性に配慮した支援を続けていきたいと考えている。

2.6パレスチナ・ガザ人道危機支援

【プログラム予算】300,000,000円 (政府資金)

【実績】278,348,668円 (政府資金)

【プログラム期間】2018年 6月 ～2019年 5月

【実施団体】3団体 (CCP、 JADE、 PWJ)、 3事業

【プログラム概要】パレスチナ自治区・ガザ地区では、2014年 7月 8日～8月 26日 に起き

た「50日 間戦争」により大きな打撃を蒙り、もともと脆弱であった人々の生命、暮らし、

教育、経済に多大な負の影響を与えた。これを受け、ジャパン・プラットフォーム(JPF)で

は初動対応として「パレスチナ・ガザ人道支援 2014」 を開始した。その後、ガザの情勢分

析として、政治的には、米国によるイスラエルよりの政策、パレスチナ側で 2017年 10月

にハマス派とファタ派の再協働合意が著名されたにもかかわらず、具体的に動くことはな

く、失敗に終わってしまった。また、2018年度はイスラエルとガザ側の衝突が頻繁に発生

し、大規模な戦争にまでには至らなかったが、一年を通して 228人のガザ市民が殺害され、

24,362人 が負傷するなど、実に負傷者数は2014年の 50日 間戦争を上回る結果となった。

このような先行きが不透明な状況を鑑み、JPFは、本プログラムを単年度事業ではなく、

複数年プログラムとして、2018年 6月 から3年間を目途に新たなプログラムとして立ち上

げた。本プログラムは、食糧配布、教育支援、シェルター支援などに関してはUNRWAを
はじめとする国際機関、INGOな どが比較的大きな規模での支援を実施しており、こうした

分野については依然としてニーズは大きいものの、JPFと しては限られた資金の中でより大

きなインパクトを出すこと及び長年支援を続けてきた人道支援機関として他の支援機関に

5 oCHA, Afshanistan Humanitarian Needs 0vervier 2019, l{ovember 20'18, pp.4-8.

29



特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム(認定 NPO法人)
2018年度 事業報告

は見られないニッチな分野での支援実施を目指し、複数の分野に支援を分散するのではな

く、医療・保健サービスを必要としている人々への支援に集中的に取り組むことが特徴であ

る。したがって、支援分野は医療・保健サービスに絞って実施。稗益者数は 11,170人 (見

込み)である。

2.7イ エメン人道危機対応支援

【プログラム予算】187,020,000円 (政府資金)

【実績】187,020,000円 (政府資金)

【プログラム期間】2018年 3月 ～2019年 2月

【実施団体】3団体 (ADRA、 ICAN、 SCJ)、 3事業

【プログラム概要】2015年 3月 以降の紛争の激化に伴い状況が著しく悪化しているイエメ

ンでは、人口の 8割が生き延びるために人道支援を必要としており、世界最悪の人道危機

に直面しているといわれている。総人口が 3,000万 と推定されるイエメンでは、2,000万人

以上が食糧不安に陥っており、1,970万人が医療サービスを受けられず、1,780万人が飲み

水と衛生設備へのアクセスがない状況にある。経済は 2015年 3月時点と比べ 50%以上収

縮しており、物価の高騰、公共サービスの崩壊、失業率の上昇と生計手段の断絶が人々の生

活に壊滅的な打撃を与えている6。

JPFでは、2015年 10月 からイエメンにおける人道支援プログラムを開始しており、2018

年度は3団体がイエメン西部や北部の国内避難民や帰還民の多い地域で活動をしてきた。

小規模ながらも堅実な支援を届けようとJPFの本プログラムは、命を繋ぐために欠かせな

い食糧や水・衛生分野での支援や、過酷な状況のなかでも日常を取り戻そうとする人々を後

押しするため教育や生計支援分野における活動に焦点を置いてきた。稗益者数は約 69,300

人 (見込み)である。

深刻な人道状況に対応するためイエメンでは世界最大の人道支援オペレーションが繰り広

げられているが、国内の戦闘・治安状況が日々変化するなかでオペレーション環境は過酷を

極める。多方面から活動が制約されるなかで JPFでは、対象地域や稗益者数の面で事業規

模を絞らぎるを得ない面もあるが、継続的な支援に取り組みたいと考えている。

2.8ラオス水害被災者支援 2018

【プログラム予算】55,000,000円 (政府資金)

【実績】52,998,884円 (政府資金)

【プログラム期間】2018年 8月 15日～2018年 11月 14日

December 2018, p.4.6 0CHん Yelllen Humanitarian Needs overv ier 2019,
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【実施団体】3団体 (GNIP,IVJ,PLAN)

【プログラム概要】2018年 7月下旬に発生した台風 (TroPical Storm Son Tinh)に よる豪

雨により、7月 23日 にダムが決壊する事象もあり、16,000人以上が被災することとなった。

これに対応し、もともと現地で活動実績がある、3団体が支援を実施した。緊急支援物資の

提供や、学校再開に必要な支援や子どもへのサポート支援事業を実施した。

2.9イ ンドネシア・ロンポク島地震被災者支援 2018

【プログラム予算額】120,000,000円 (政府資金)

【実績】116,026,735円 (政府資金)

【プログラム期間】2018年 8月 30日～2018年 11月 29日 (初動対応期)

2018年 11月 30日 ～2019年 5月 31日 (緊急対応期)

【実施団体】3団体 (FMYY,PWJ,JPF)

【プログラム概要】8月 5日午後 7時 46分 (日本時間同8時 46分 )、 ノヾり島の東隣にある

西ヌサトゥンガラ州ロンボク島北部を震源として発生した、マグニチュード6.9の地震によ

る被災に対し、8月 15日 に対応を決定し、支援を実施した。本地震では、40万人以上が被

災し、特に遠隔地において断水が続いたため、給水事業を実施した。また、正確な被災は支

援に関する情報を入手することが困難な状況もあったため、ラジオ局の整備、及びラジオの

提供などを行い、今後の災害時にも活用できるような仕組みを整えた。

2.10イ ンドネシア・スラウェシ島地震被災者支援 2018

【プログラム予算額】235,000,000円 (政府資金)、 55,000,000円 (民間資金)

【実績】209,091,659円 (政府資金)、 51,675,595円 (民間資金)

【プログラム期間】2018年 10月 22日～2019年 4月 21日 (初動対応期)

【実施団体】 7団体 (BHN,CWS,GNJP,JH,PARCIC,PWJ,SVA)

【プログラム概要】2018年 9月 28日午後 6時 3分頃 (日本時間午後 7時 3分頃)、 インド

ネシア・スラウェシ島中部 (中スラウェシ州パルの北 78km)を震源として発生したマグニ

チュード7.5の地震、津波に対応し、支援を実施した。加盟 NGOの PWJに よる緊急初動
調査を実施し、被災状況や支援ニーズについて、現地行政、国連諸機関、NGO関係者など
と連携し調査を実施し、状況につき情報収集を行った。

緊急支援物資の提供、給水支援、医療支援、仮設住宅支援や、子どもの保護事業、女性への

生計回復支援、コミュニテイラジオ支援などを実施した。なお、本プログラムについては、

緊急対応期としてプログラムを継続することが決定している。
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2.11モンゴル水害被災者支援 2018

【プログラム予算額】17,000,000円 (政府資金)

【実績】17,000,000円 (政府資金)

【プログラム期間】2018年 11月 26日 ～2019年 2月 25日

【実施団体】 1団体 (SCJ)

【プログラム概要】2018年 7月 以降、モンゴル国の 13の県及びウランバートル市におい

て、豪雨により洪水が発生し、8,000人以上が被災した。長く当該地での支援経験が豊富な

SCJが現地調査を行ってニーズを特定した。

特に深刻な洪水被害を受けたバヤン・ウルギー県、ホブド県の2県において、脆弱な立場に

置かれた子どもへの心理社会的応急ワークショップ、通学・学習継続の支援、災害リスク軽

減や災害対応の研修を実施した。

[3]国内支援事業の実施報告

3.1東日本大震災被災者支援

【予算額】350,606,039円 (民間資金)

【実績額】164,696,328円 (民間資金)

【プログラム期間】2018年 4月 1日 ～2019年 6月 30日 (期間延長中)

【実施団体】 1団体 (JPF)2事業 (JPF事務局事業とフードバンク事業)

【プログラム概要】岩手県、宮城県では、災害公営住宅等の恒久的な住宅への移転が概ね完

了したが、現行制度では対応できていない震災起因の課題に対応するため、2018年度は、

該当分野で活動する県域/地域団体と協働し、課題解決に資する体制を構築と過去に「共に

生きる」ファンドの助成を受けたことのある団体の組織基盤及び課題解決力の強化を行っ

た。

東京電力福島第一原発事故に伴う福島県民を中心とする避難者については、いまだ避難指

示解除や住宅支援打ち切りがなされたばかりの方が多く、JPFでは広範囲かつ多様な分野に

おいていまだ緊急人道危機の状況にあるため、とくに社会資源が極端に不足する避難指示

解除地域においては県域/地域団体と協働し、支援団体・支援者間のネットワーク体の立上

げを推進し課題解決に資する体制づくり・強化・拡張を行った。また、「共に生きる」フア

ンドの5つの重点分野に対する助成活動も継続し、2018年度は、放射能に不安を持つ人々

が安心して暮らせるよう放射能測定を行う事業や、避難指示解除地域におけるコミュニテ

イ形成事業、被災者のこころのケアを支援する事業など、地域団体による主体的な課題解決

を目指す 13事業 (46,320,656円 )に助成を行った。
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またフードバンク岩手へ業務委託を実施し、福島のフードバンク事業の強化を行った。フー

ドバンク関連の 6団体を定期訪問し、活動における相談や事業継続のアドバイスを行うと

ともに、先行事例研究、衛生管理、トレーサビリティなどを学ぶために団体を集めてフード

バンク集合研修会・交流会も実施した。福島県内で被災者の生活困窮状況改善に資する活動

を行う団体が集まり、困窮者支援に関する活動を学び、相互理解を深めることで、今後の被

災困窮者支援において、協力できる関係に繋がる場となった。

3.2熊本地震被災者支援 (九州地方広域災害被災者支援)

【予算額】89,553,627円 (民間資金)

【実績】77,422,904円 (民間資金)

【プログラム期間】2018年 4月 1日～2019年 11月 30日 (期間延長中)

【実施団体】 1団体 (JPF)2事業 (JPF事務局事業とくまもと災害ボランティア団体不ッ

トワーク (KVOAD)事業)

【プログラム概要】2016年 4月 に発生した熊本地震の被災地域において、自立再建を始め

る被災者がいる一方で、応急仮設住宅の入居が 2年から3年に延長され、仮設住宅に残る

被災者も多く、復興は未だ道半ばである。熊本県における地域資源については、各被災地域

においてNPO等の数も限られるため、地域及び外部支援団体、非営利セクターと行政など、
復興を支える多様なアクターを繋ぐ支援団体間・支援者間の連携調整活動が重要である。

復興期における緊急人道課題を効果的かつ迅速に解決するために、県域の中間支援団体

と協働で、県域及び市町村域、また課題ごとの連携調整を担うNPO/任意団体の活動の事
業相談、社会資源のマッチング等によリサポートした。

また、被災5市町村域で連携促進活動を行う5団体への助成を通じ、コミュニティ形成、

まちづくり支援等、住民間、住民と行政、支援団体間を繋ぎ、地元で復興を担える地域力の

強化事業を実施した。

3.3西日本豪雨被災者支援 2018

【プログラム予算額】 600,000,000円 (民間資金)*寄付金の集まり具合により適宜増額

【実績】500,733,168円 (民間資金)

【プログラム期間】2018年 7月 9日～2018年 10月 8日 (初動対応期)

2018年 10月 9日 ～2020年 3月 31日 (緊急対応期)

【実施団体】 12団体 (AAR,BHN,GNJP,HuMA,JOICFP,NICCO,PARCIC,PBV,PWJ,

SHJ,SVA,JPF)

【プログラム概要】2018年 7月 5日から西日本の広範囲で記録的な豪雨が続き、広島県、

岡山県、愛媛県など13府県で甚大な被害が発生した (平成 30年 7月豪雨災害)。 JPFと し
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ては 5日 より情報収集を実施し、関係機関とも情報共有を行った。7月 8日 に出動を決定

し、JPF事務局としても全国災害ボランティア支援団体ネットワーク (JVOAD)等と連携

しながら、現地に調査チームを派遣した。発災当初、加盟団体内では、情報収集を行うなど、

対応を検討していた団体は23団体あり、JPF事務局からも適宜情報提供を行いながら、JPF

内での情報共有も適宜行なった。

被災地が広域にわたり、被害の全容を把握するのに時間を要したが、最終的に全壊・半壊家

屋が 1万 7,000棟に及び、甚大な被害が出る大規模な災害となった。

調査のみの団体も合めて、12団体が対応し、岡山県、広島県、愛媛県において、緊急物資

提供、避難所運営サポート、災害ボランティアセンター運営支援、医療支援、母子支援、障

がい者支援、在宅避難者へのサポートなど、多岐にわたる支援事業を実施した。

JPF事務局としては、JVOADと の協働事業として、3県の情報共有会議運営サポート、及

び調整のための人員派遣 。現地人材配置サポート、支援調整などを行い、行政、社協 (地域

支え合いセンター合む)、 NPO/NGO間の連携促進や、支援のための情報提供、ニーズマッ

チング、広島と愛媛の県域中間支援組織のサポートなどを実施した。

3.4 北海道地震被災者支援 2018

【プログラム期間】2018年 9月 21日 ～2019年 5月 31日

【支援対象地】  北海道胆振東部地域
【プログラム予算額】83,000,000円 (民間資金)

【実績】61,914,338円 (民間資金)

【実施 団体】 4団体 (BHN,PBV,PWJ,JPF)

【プログラム概要】2018年 9月 6日午前 3時 8分頃に北海道胆振地方中東部を震源とし、

マグニチュード6.7の地震が発生した (平成 30年北海道胆振東部地震)。 JPFは 6日 に緊

急初動調査チームを派遣し、JVOADな どと連携しながら、情報収集を行った。西日本豪雨

被災者支援プログラムと同様に、JVOADと の協働事業として、北海道 NPOサポートセン

ターと連携しながら、情報共有会議の運営などを実施した。

加盟団体では、仮設住宅における物資支援や、被災者への家電支援等を実施している。
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特定非営利活動法人
ジヤバン・プラットフォーム

収支計算書
2018年 4月 1日から

"19年
3月 31日まで

決算腱 差  異 考予算額

17.585,000
5,301.628,000
891,720,828
17.810.915 972 304

△ 485,000
△ 31.128,0(,0
△ 4.657.881

復興庁交付金
自然災害発災

17.100,000
5.270.500,000
887,062,947
18.733.219
6.193.446.166 6.223.744,743 Zヽ 35.298.577

6.892.299.528
69.274.718

0

6.209.547.117
126.721.101
1.000

682,752.41:
△ 57.4``6.383
△ 1.0(Ю

外務省補正予算未執行饉
人員増〈人件費及び諸費用)

6.336.260.213 625.305.0236.961.574.246
△ 768.128.080 △ 107.524.475 △ 660.603.605

lTイ ンフラ/レイアウト■■備品7.079.385 Zゝ 7.079.385
7.079.385 △ 7.079.385

Zヽ 7.079.385 7.070.385

△ 768.128.080 △ 114.603.860 △ 653.524.220
3.915.463.613 3.915.463.613

1 事業活動収支の部
1.事業活動収入
会費収入
受取補助金等収入
受取寄付金等収入
その他の事業収入
事業活動収入計
2.事業者助支出
事業費支出
管理質支出
その他の事業活動支出
事業活動支出計
事業活動収支差額

コ 投資活動収支の部
1.投資活動収入
投資活動収入計
2.投資活動支出
固定資産取得支出
投資活動支出計
投資活動収支差額

11: 財務活動収支の部
1.財務活動収入
財務活動収入計
2.財務活動支出
財務活動支出計
財務活動収支差額

Ⅳ 予備費支出
当期収支差額
前期繰越収支差額
次期組越収支差額 3.147.335.533 3.800.359.753 △ 653.524.220

■■■□:コ |二 |



特定非営利活動法人
ジャパン・プラットフォーム

盤姓匡豊E」巳」週出

収支針算書の作成の基礎

収支針算書は、以下に掲げる事項に目倉して作成するものとする。

(:)収支針算書は、事業年
=に
おけるすべての収入及び支出の内容を明瞭に表示するものでなければならない。

(2)収支計算書の科目は、その性質を示す適用な名称で表示するものとする。
(3)収支計算書は、事薬活動収支の部、投資活動収支の都及び財務活動収支の部に区分するものとする。
(4)収支計算書には、次の事項を注配するものとする。
(7)資金の範囲
(ィ )資金の範囲を変更したときは、その旨及び当該変更による影響
(ウ )次期繰越収支差額に含まれる責産および負債の内訳
(工)科 日間の流用及び予算比の使用があつた場合には、当骸科目及び金額
(ォ)その他公益法人の収支の状況を明らかにするために必要な事項
なお、収支計算書は、特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォームが第 18事業年度の資金収支の状況を
特定非営利活動法人ジヤバン・プラットフォーム、国税庁及び所轄庁に報告するために作成するものであり、

したがって、それ以外の目的には適合しないことがある。

4.物品現物寄付収入を含む事業活動収入の内容は、次のとおりである。
(単位 :円 )

2_資金の範囲について
資金の範囲には、現金預金、未収会費、未収金、前払金、貯蔵品、立讐金、前払費用、外務省供与資金、事業特定寄付金、事業用資金、

未払金、前受金、前受会費、預り返還金、預り金、未払消費税専を含めている。

3.次期繰越収支差額の内容は、次のとおりである。
(単位 :円 )

科 目 当期末残高

現金預金

未収会費

未収金

前払金

貯蔵品

立書金

前払費用

外務省供与資金

事業特定寄付金

事業用資金

332.257.345

300.000

60.919.540

11,894.764

240.650

50.122

5.189.021

3.285.665.735

440.102.823

:74.147.204

合針 4.328.776.204

未払金

前受会費

預り返還金

預り金

234.129,147

110,∝Ю

290.439.106

3.238.198

合計 527,916.451

次期繰越収支差額 3.30(D.859.753

科 目 金観

1.事業活動収入
1)会費収入
2)受取補助金専収入
0)受取寄付金専収入
4)その他の事業収入

17.585.000)

5,301,623.000)

896.332.667)

17.310.915)

事業活動収入合計 6.233.356.582



2019年 (令和元年)5月 20日

監事の監査報豊豊

特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム

代表理事 永井 秀哉  殿

代表理事 小美野 剛  殿

私は、特定非営利活動促進法 18条の規定に基づき、特定非営利活動法人ジャパン・プラット

フォームの 2018年 (平成 30年)4月 1日 から2019年 (平成 31年)3月 31日 までの第 18期

の業務監査及び会計監査を行いましたので、その内容を以下の通り報告します。

監査の結果

(1)業務監査結果
一 理事の業務執行の状況に関しては、理事会等の会議に出席し執行状況と決裁書類等
を閲覧した。必要と認められる場合には質問を行い、意見を聴取した。

二 理事の業務は、法令及び定款に基づき適正に執行されているものと認める。

(2)会計監査結果
一 財産の状況に関する監査に当たっては、帳簿書類を独立監査人に情報提供し、監査を
受けている。また、財務諸表 (貸借対照表、正味財産増減計算書、キャッシュ・フロー

計算書等)や帳簿等の確認及び質問を行った。

二 財務諸表は、一般に公正妥当と認められる公益法人会計基準に準拠しており、収支計算
書については規定どおり適正に作成され、財産の状況を正しく示しているものと認める。

4マ監事



財 務 諸 表

第 18期

貸借対照表
正味財産増減計算書
キャッシュ・フロー計算書
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特定非営利活動法人
ジヤバン・プラットフォーム

貸借対照表
2019年3月 31日現在

科 目 当年度 前年度 増  減

332,257,345
300,000
69,9:9.540
11.894,764
249,650
50,122
5.189,021

456.040.002
160,000
37,209,830

0

:82.850
40,000
10.673.715

△ 123,782.657
140,000
32,709,7:0
:1,894,764
66.800
10,122

△ 5.484.694
419.860.442 504.306.397 △ 84.445.955

3.285,665,735
449,102,823
174,i47.204

3,163,368,172
442,044,378
180.933,145

122,297.563
‘
４

４
．

４
４

〇
一

ｎ
）
『′
・

△
3.908.9:5.762 3.786.345.695 122,570,067

2,099,592
2

:,628,567
20,419,950

0

33,020
245,080
7.176.960

3.819,919
126,001

135,830
1.203.:50
16.308,000
33,020
245,080
7.176.960

△ 1,720,327
△ 125,999
1.492.737
:9.216.800
△ :6,308,000

0
0

0
31,6壁」71
3,94(),518,933

___型 理 型型
3.315,393.655 125.125.278

2.

4.360.370.375 4.319.700.052 40.679.323

234,129.147
110,000
3,238.198
290,439,i06

0

231,817.091
60,000
3,132,602
140,170,786
8.000

‐２

５０

０５

６８

８

・
３
　

１

，
２

△
527.916.451 375.188.479 152,727.972
527.916.451 375.188.479 152,727,972

2,508.644,903
470.941,071

______」堕」凶1」凶旦
3.153.277.019
(3.131.438.771)

2,898,852.339
412,464,702

______1ユ Q,」ifL:=2ZZ
3,467.999.818
(3,467.147.462)

△ 390,207,436
58.476,369

__■互∞■268
△ 314,722,799
(△  335.708.691)

3.832.462.924

679,185,905
(323,749,204)

3,944.511.573

476.511,755
(■ 156迎 0)

△ l12.048.649

202,674,150
(310,592.624)
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特定非営利活動法人
ジャパン・プラットフォーム

正味財産増減計算書
2018年 4月 1日 から2019年 3月 31日まで

科 目 当年度 前年度 増  滅

17,585,000
1,180,000
16,405,000

5,608,422.638
4,766,294.638
811,000,000
31,128.000
631,355,457
608,760.458
21,70:.681
893,318

656,759
6,970

５８６
２０３
醜

６

，
３

，
７

．

ｌｏ
５４
ｍ
202,459,157
88.447.845

10,105,000
1.300,000
17,805,000
5,889,948,513
5,764.815.513
106,000,000
19,133.000
271,321.002
169,247,602
101.970.242
103,248
744,798
8,422
0

736.376

216.558,968
185.841,747
30,717.221

△ 281,525,875
Zヽ 998.520,875

ｍ
ｍ
３６５
８５６

囲
９９５
叫
５‐２

０５

，
‐１

．
６０

，
３９

，

１

，

　

（Ｊ

●
■

Zヽ 80.268.561
790,070
△ 88,039
△ :,452
106,586

Zゝ 193.173

74,348.034
16,617,410
57.730.624

520.000
120,000
400,0(Ю

１

△

１

△

　

△

6.548.926.856 6.397.678.371 151.248.485

11灘
響
減の部

受取会費

受[Mi曇費

受言塾.:.:僕EI菫[][

雑暑言
I″5[璽

付金振替額

(2)  
ξ鐘
の撮相

6,214,158,056
121.965.505
3,792,745
17,744,853
:.608,900
51,472,646
5,102.622

72.800
5,785,639,045
4.611,769
176,288,447
10.159,805
12.427.972
368,356
1.627,784
200,136

129,335,068
49,332.598
9,550,828
768.896
730,469
3.091.359
1.843,473
2,613,967
1,939,355
2,175,053
8.838,350

0
1.346,910
13,556,7:1
3.562.221
35,328

12,955,750
365,833
6,769.629
6,796.589
1.027.620

43
5,11

116
1,83

1.557,889
:,910.540
837.430
732
616
287
543

6.337.323,010
108.932,777

0
:5,912,416
1.181.546
40,784,167
2.715,728
976.946
2,076,964
:.858.498
5,738,699
2,034.086
9,691,420
1.571.198
:,626.515
8,773.140
1.200

6,00:,567,165

743,759
832,927
6.248,881
1,051,661
1.823.236
1.655,642
2,702.432
4,448,646
780,132
656.627
7,172.304
2,934,058
50.240

17.176.297
268,313
31,853,761
8.830.572
3.131.395
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3,792,745
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427,354
10.688,479
2,386,894
△ 87,273
△ 519,075
52.042

△ 4,901,269
△ 1.597.354
△ 4,571,804
△ 408,911
206.028

△ 1.453.279
71.600

△ 215,928,120
4.611,769
49,251,058
8.450,746
10.598.250
338,356
1,109,80:
△ 547,256

:.345.367
22.385,473
2,444,439
25,137

△ 102.458
△ 3,157.522
791.812
790,731
283,713
△ 527,379
4,389,704
△ 780,132
690,283
6.384,407
628,163
△ 14,912
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△ 25,084.132
△ 2,033,983
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特定非営利活動法人
ジヤバン・プラットフォーム
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296,575
344.360
0

1.393.194

1,024.483
352.680
4:,868
156.273

△ 727.908
△ 8,320
△ 41.868
1.236.921

6.343.494.024 6.465.3:2.711 △ 121.818.687

205.432.832 △ 67.634.340 273.067.172

205.432.832 △ 67.634.340 273.067.172

28.000 0 28,000

28.000 28.000

1,938,207
848.475

1

0

1,938,206
848.475

2.786.682 2.786.681
△ 2,758.682 △ 1 Zヽ 2.758.681

4,

476.5::.755
L

544.146.096
」Q旦二里

△ 67.634.341
679,185,905 476.511,755 202.674.150

4,400,628,000
4.459.500,000
31.128,000
873,737.668
869,915,899
3,321,769
31,512,749
31,512,749
△ 13,511,118
△ 5.697.000.098

5,558,455,508
5.539,322.508
19,133,000
76,031,744
75,461,644
570,100
41,632,678
41,632,678
△ 21,091,754
△ 6.:69.755.083

△ 1,067,827.508
△ 1,079,822,508
11,995,1000

707.705,924
794,454,255
3.251.669

△ 10,119,929
△ :0,119,929

7.580.636
472.664.985

△ 314.722.799 △ 514.726.907 200.004.108
3.467.999,818 3.982,726.725 △ 5:4.726.907
3.153.277.019 3.467.999.818 △ 3:4.722.799
3.832.462.924 3.944.511.573 △ 112.048.640
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特定非営利活動法人
ジヤパン・プラットフォーム

キヤッシュ・フロー計算書
2018年 4月 1日から2019年 3月 31日 まで

科 目 当年度 前年′
=

増  滅

17,495,000

5,270.5010,000

19,133.000

869,915,899

21.804,929

0

290,825.653

505,683

18.835,000

5,645,322.508
0

75.461,644

101,970.242

103.248

164,947.143

:.661,0:0

△ 1,340,0∞

△ 374,822,508
19,133.000

794,454.255

△ 80,165,313
△ 103,248

125,878,510

△ 1,155,327

6.490,180,164 6.008.300,795 481.879,369

△ 6.200,494.328

△ 139.872.904
△ 144.052,723

△ 6,592.081,724
Zヽ  110.446,596

△ 193.335,993

391.587.396
Zゝ 29,426.308
49,283.270

△ 6,484.410,955 △ 6.895,864.313 4:1.444.358

5,760,209 △ 887.563.518 893.323.727

212,600

174.000

△ 212.600
△ 174,000

386.600 △ 386.600

△ 7,079,385

0

880

000

△ 18

Zゝ  :08

11.852.495

108,000
Zヽ 7,079,385 △ 19,039,880 11,960,495
Zヽ 7.079,385 Zゝ  18.653.280 11.573.895

106.586 △ 41.868 148.454

Zヽ  1.212.590 △ 906.258.666 905.046.076

4.242.385,697 5.148.644.363 △ 906.258.666
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特定キ営利活」法人
ジャ′くン・プラットフォーム

ユ」壼菫」週蚤ユエ

1.財B諧壺●のやめ 薔薔
財葛請ま●は、公菫法人会計基準及び

'が
目において一般に公工妥当と日められる会計二準に準

“

して作成している.

2.■要な会計方針
(1)固定,産の■●償却の方法
①有移口定責産
法人税法の規定に■づく定事きによる。
平成
"キ
4月 1日 以降に取書した建物付属餃0については.定籠法による.

②彙形固定責産
法人税法の規定にこづく定ヨ去による .

4.表示方注の贅更
く正味財産増減計算書に関する表示方漱の■■,
当

'■
年度より、財産及び工味財産の状況をより明暉に壺示するため、

r正味財産増
=計
算書内訳ま年に目する研究報告」(非奮利法人委員会研究報告第29■  平成23年3月 22日  日本公認会計士協会),に串姜した表示に

'更
した。

この書示方法のま更を二峡させるため、前事業年度の正味財産増誠針■■において.「助咸活動事葉費」に表示していた5,983.240.1●円
2び r支援活口事業贅1に表示していた

"7,“
9.323円は、 r事拿■」6.190.653.993円 として組み替えたうえ、,葉■■び管理■を.

形態別の内釈■日に区分して表示している。
また、従来連携■菫事業に関する費用を管理■に計上していたが、事業の実鮨をより適切に反映するため、当●彙年度から事彙費に計上することとした.
この鮨果、前事来年度の正妹財産増

"計
,■において、「管理彙」:こ含めていた費用のうち■,日整事ネに関する費用146.6“ .017円 について、

「事業費」に組み書えている。
(キャッシュ・フローll,■に目する●示方法の変更)
上配の正味財産増減計算書の表示方法の変更に伴い、キャッシュ・ フロー計算■につtヽても合わせて変更を行つている。

前事彙年度のキヤッシュ・フロー計算■において.「助咸活動,葉■支出」に表示していた△6.204.034.27円及び
「支墨活動車彙費支出]に表示していた△2:0.533.420円は、 r事彙費支山」△3.44S.417.70,円 として.
「管理費支出」の「人件■支出」に表示していた△150.342.095円 . r広籠括動支出』に表示していた△13.330.664円及び

'そ
の他管理■■出jI==示していた△33.937.354円は、 r管理,支出』△257.110.613円 として.
r返還全支出』に表示していた△103.335.993円 |ま「その他の事彙活動支山」△193.335.993円 として組み書えている。
また、適携口壺事事に田する費用の表示方議の■■に伴い、前事業年度のキャッシュ・フロー計算■において.『事業費支出」が146.6“.017円増加し、
「管理■支出」0(国傾菫少している。

(2)=1当金の針上
=車■0引当全・・・■1●の■倒れによる損失に●えるため、責倒懸念■権,特定の■糧については、日別に回収可籠性を検討し、
回収不能見込●を計上している.

(3),H■税手の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっている。

(4)キャッシュフロー計算■における贅全の■日
キヤッシュフロー計菫■における■,(現奎及び現全国等物)は、手絆ヨ金.腱時引き出し可籠な■全及び宮易に,金可能であり、
かつ、●饉の変動について饉少なリスクしか0わない取得日から3ヶ月以内に0■期限の到栞する短期投資からなつている。

3.会計方針の変更
腋当事項はございません.

6.特定資産の増灌菫及びその残高
特定■産の増

=額
■びその残高は、次のとおりである.

前期末残高 当期増加饉 当期減少饉 当期末残高

特定贅産

外34供 与資金
事業特定寄付金

事業用贅全

3.163.360.1'2

442.044.373

180.9".145

9.450.371.∞ 4

2.112.306.913

490.860.433

0.328.0'3.441

2.105,248.460

497.655.374

3.286.665.735

449.102.823

174.147.204

合計 3,786.345.695 12,053,547.350 :1.930.077.230 3,908,915.762

6.特定貴鷹0財コ専の内釈
特定■産の財

=等
の内訳は、次のとおりである。

科   目 当期末残高
(う ち■足工味財二
からのittm

(うち―骰正味財産か
らの充当額)

(うち員■に
対応する11)

特定資産
外8省供与責全
事彙特定書付金
事彙用責全

3.235.665.735

449.102.320

174.147.204

(2.540.735.346)

(440.102.323)

032.6∞ .m2)

(304.35o.514)

0

(18.380.690)

(4,1.070.07D
0

(22.656.912)

合計 3.903.015.762 (3.131.438.771) (323.71.204) (453.727.737)

7.固定■この取得●口、
"輌
■コ累計壼及び当期末残高

固定彙産の取
=●
錮、■●■却暑計饉ユび当期末残高は、次のとおりである。

目 取得価薔 滅饉償却黒計ロ 当期末残宙
そ0他の日定賣産
建物付属殷●
阜百理饉■
什●●呂
ソフトウェア

3.442.920

020.720

5.1".430
22.527.000

l.343.328

920,710

3.540.363

2.107.o50

2.099.592

2

1.623.567

20.419.950
32.069.070 7,920.959 24.143.111

"助
全●0名椰 交付者 当翔増加饉 当

""少
ロ 当期末撥薔 ■i●対願壺上の口菫区分

外薔 .●供与賣全 外at 4400.623.∞ 0 △ 4.380.“5.436 2.508.644.000 指定工味財産
外薔●供与■全 外覇省 811.∞0.0∞ △ 530.∞0.αЮ 273.000.000 ―螢工味財産
■■庁供与資金 ●口庁 31.120.001 △ 31.123.∞0

合計 2.398.85 |.039 5.332.756.000 △ 5.“0.063.436 2.'31.644.903

8.補助全●の内R工びに支付着、当期の増■日及び残高
綸助金等の内釈工びに交付者、当場の増灌晨及び残高は.次のとおりである。

「■:!.E31:_1
2.398 852 .



特定
ジヤバン.

'贈
利活動圭人

・プラットフォーム

9.指定正味財産から一般正味財産への菫書口の内訳
掏定工味財産から―骰工味財産への振■日の内訳は、次のとおりである。

10 キャッシュ・フロー計算
=関
係

ユ要な非■全取ヨ|
現物により寄付を受け入れた0饉が、46:1.339円 ある。

内容 金饉

饉常収益への振■日

晏取外覇省供与資金●書薔 4,766.294.603
晏取事彙特定寄付金娠書額 103.760.458

受取,彙用貴奎猥薔ロ 202.450.15,

受取●興庁供与責全螢着趙 31.123.000
遺曽■金●振書饉 88.447.845

合計 5.697.090.003
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財産目餞
2019年 3月 31日 現在

費借対鳳表科目 場所・物量等 使用目的等 全 薔

(流動資産)

現,

■■ヨ全

未収全彙

未収全

前ユ全

貯菫呂

切手@5
切手●10

切手@82
切手@92
切手@1∞
切手@120
切手@1“
切手0205
切手@230
切手@310
収入印紙o2(κ

収入印紙@400
収入印紙01mゆ
収入印議02"Ю
収入印紙@4〔 Xκ

ユ,全
社宅
光熱■

手元保管

薔通預金

=丼
住友燿行 鮨町支店
三贅uFJ彙行 本店
三●UFJ饉行 ホ店
七十七銀行 日本襦支援
三菱UFJ晨行 本店
ゆうちよ燿行
三●UFJ信託銀行 本店
三■UFJ銀行 ホ店
三●UFJ銀行 ホ店
三井住友銀行 趙町支店
三井住友銀行 壼町支店
ゆうちょ銀行

A“rican ExPres8
international. :nc

日本電気様式会社

(特非)ピースウインズジヤバン

(特非)ピースウインズジヤバン

(特非)日本紛争予防センター

(特非)ピースウインズジヤバン

(特非)●Wapan
(公社)セープザテルドレンジヤ
バン
(特非)ワール ド・ビジヨン・
ジヤバン

(特非)ADRAJ"an
(特非)ADMJapen
〈公社)セープリテルドレンジヤ
バン
〈公社)セープリテルドレンジヤ
バン
〈特非)グッドネーバーズ・ジャ
バン

〈特ヨD転民を助ける会
〈特非)燿民を助ける会
(公社)セープザテルドレンジヤ
パン

(特非)難民を助ける会

〈特ヨD」D卜緊急開発支援機構
〈特jDグ ッドネーバーズ・ジャ
バン

●興庁

〈特ヨD全国災害ポランティア支
援団体ネットワーク

口員2名

●■2名

菫営資金

■8■,
■8■,
■,:“劇

=1出
押

■■

"■
tき感●」
"―●●■0■入0

-鮨■●訳 ●
―●■1情巖 入0
●●

"■
,1,

=●
■■去口.3'■人●
Lな■■
=口`0,入
0

■11■■■
===`:0■

■,■,ヽロ
■11:1■,t■1=`1■,ヽ0

贅助会員会,

宿泊予約キャンセル分

●澳料

"求
廣返還金

“

求宙lE遺金
■求清返■金
田求済返遣金
ヨ求済返還金

“

求済退重全

日求膚退選金

"求
済退量金

田求去返還金

請求済■■,

請求済E遺金

“

求済返還全

請求済返遣金

"求
済返還金

"求
済返還金

田求済返還金
請求丼返還全

請求済返遇金

被災者支援総合交付金

業務姜

“

■(04/01-"/30)

暉

庫

庫

口

”

庫

庫

庫

庫

庫

庫

庫

庫

庫

庫

在

在

在

在

在

在

在

在

在

在

在

在

在

在

在

社宅家■ (仙台・

`島
)居住着負担分

社宅光熱費 (仙台・福島〉居住奢負担分

2.067.680

"0.100,7“14.472.975

157.158.437

25,253,254

826.384

2.494.058

19,779.126

93.603

7,226,661

87,189,107

4.774.221

10.892.777

29,150

|∞ ,αЮ

60,919.540

100.134

00.000

3.077.602

4290.371
959.387

1,372.139

1.282.702

16.875.353

4.060.175

20.744

232.000

141.730

121.055

1'9.418

1.001.557

2.234.193

540.649

1.426.033

203.339

022.752

31.120.000

11.3鴫 7“
|

11.394.764.

240.6∞

5α

3.0〔 (

41.0〔 }

460(
30.000

2■ 000

14.000

30.750

33,600

31.000

`0.2003,000

0.000

2.000

3,000

∞.12
4).αЮ

10.122



前払費用
安口不動産 (株)

インターナショナルエスオーエ
スジヤバン(株)

東京労働局
(株)セールスフオース・ ドット
コム

“

ino「 stone OnDemand.Inc.

〈特非)シーズ

CORNERSTONE

東京海上日勁火災保険 (株)

(株)パスカル

Con6ortium1 2-1 2asbl

その他

事務局■Hほか(引落,:燿町G‖安ロビル4F2010/04
:S(Sメ ンバーシップフィー:コ ンプリヘンシフ・アクセスメンパー
シップ2019●ソ01-12/3
日用保険■■2013●算ロ

セールスフォースアカウント使用料2019/“ /01-lν 21

←loarningシステム研修サービス2010/04/Ol-09/23
コンサルテイング‖(■営支援)“ 19/0■ 12
‐ラーニング年同懺用■20,/04/01-2019/0ツ 29

自動車保険料(東北事務所)2019/″ 1-212(/″ 14
オクレンジヤー(安香■ロシステム)年饉費用(aiツνl―
2020/1/31)3/12～ lν 12

年会■2019:臥A m19/1ν01-12/31
05件

5,100.021

1.117.669

8“.743

769.519

308.991

200.704

227.331

143,234

114,630

86.850

766.520

478.690

症勁贅産合計 419.360.442

〈固定責産)
特定資産

外薔省供与資金

事彙特定書付全

=■
預金

二●UFJ銀行 本店
三菱uFJ饉行 本店

三壺uFJ銀行 ホ店
三壺UFJ銀行 本店
三奎UFJ銀行 本店
三菱uFJ銀行 本店

三菱UFJ銀行 本店
三薔UFJ腱● 本店
三壺UFJ銀行 本店
三壺UFJ銀行 本店
三奎UFJ燿行 本店
三螢uFJ銀行 本店

三菱UFJ銀行 本店
三羹UFJ銀行 本店
三●UFJ銀行 本店

三■UFJ銀行 本店
三菱UFJ銀行 本店
三●UFJ銀行 本店

三菱UFJ銀行 ネ店
三菱UFJ“行 本店
三●UFJ錮行 ホ店

三菱UFJ銀行 本店
三菱UFJ銀行 本店
三奎UFJ■行 本店
三菱UFJ銀行 ネ店
三菱UFJ“行 本店

青邊慣全
三菱UF」銀行 本店
三壺UFJ銀行 本店
三菱uFJ銀行 ネ店
三菱UFJ銀行 本店
三壺UFJ銀行 ネ店
三●UFJ銀行 本店
三菱UFJ螢行 本店
三菱uFJ銀行 本店
三壺UFJ銀行 ホ店
三菱UFJ銀行 本店
三姜uFJ銀行 本店

三菱UFJ銀行 ネ店
三菱UFJ銀行 本店
三菱υFJ銀行 ホ店
三菫UFJ銀行 本店
三菱υFJ銀行 本店
三菱

『

J銀行 本店
三菱UFJ銀行 本店
三菱UF」銀行 本店
三螢uFJ銀行 本店
三菱UF罐行 本店
三菱UFJ■行 本店
三菱UF」錮行 本店
三菱UFJ銀行 ホ店
三井住友銀行 麹町支店

ゆうちょ口,

癬 |:奎籍箇
鰈 :量i

颯:鼈饉
朧醤邸善器)

■日本大●■●■■,蜃
0日本●●L贅●夫凛

“

1,

掟●●

'■ 'ア
ンド

■1●■力|●■■■■.■■■,

～
‐ ル輌ロロ腋1=`蔵」
をおむ蠍口■■■■晨

"1'4入
0自
"2,″‐ ‐ ■■文薇●彙■●支壺

^“
ユ●●●●■■☆凛

"1,イラク・ ,ツア人
=■
●,お支秘 ,1,

イエアンメヨ査●鷹 |,'('
0ウ ●夕

“

口,,,1
,=スータレ攻ヨ

`ャ
ン●―●■■人迎,,■ ,
スリう力 嘘 鮨 ☆枷 1,
‐ ア,ア

“ "霊 “7,,'=スタン′」:■■自・お女
=●'1'コロ沐●●L■■

=檄
,1暖ス●

0カぬ日Et
,ィ ,`… ,

′ヽリケー:′■4,●―●,絆文書
",`フ,オ■ス,シ人壼★1=プ 0グ●
`,■
,

アフオン●
`キ
スタン■■11贅■,■,,1:

=マ
ンヽ ―● ■●菫●■■貪餞

…

■腋 ●鰤 e■ス●
パレス,1■ ガリ,=!口ub“

=●拿,日
"0

3.285.615.,35

505.566

●512

29,378.048

5.722

26.090.443

447.755.910

1.059,070.704

170.500.000

170.000.000

321,571,030

3∞.∞0.000

1,294.460

11,642

17.330.335

4.011.315

86,760,398

15,375.176

33.871

53.450.227

5,077.370

16.3m.014
7.256.029

29.637.607

54.023

9.391.309

0.735.574

“

0.1".8"
186.105.735

102.320.420

42.073.324

00.279.600

27.772.355

21.300.327

7.540.305

6.061.800

5,601.730

5.262.866

2.797.639

2.171.677

2.029.907

1.707.602

1.690.327

996.876

937.622

429.122

334.772

234.491

101.427

66.257

52.465

6.000

5.738

125.414



その他固定■産

事n用賣全

菫鮨付二骰●

阜厠En具

仕In呂

ソフトウェア

リサイクル■

"全
菫全

保L全

普通預金

三菱uFJ饉行 本店

三贅UFJ燿行 本店
三菱UFJ銀行 ホ店
三菱UFJ口行 本店
三●UFJ口,本店
三贅U口銀行 本店
三奎UFJ燿行 ホ店
三菱UFJ●行 本店

三菱UFJ●行 本店

三菱UFJ燿行 本店

三●

『

J銀行 本店
三菱

『

J銀行 本店
三菱

『

J銀行 本店
三壺

『

J銀行 ホ店
三菱

『

J銀行 本店

事務所造作費用―式

車両2台

事務用機署―式

西日本豪雨災害複災者に対する支援口壺と3県県増災害ネット
ワーク●筆・強化
研修事申

“南スーダン緊急支援モニタリング事業②
バレステナ・ガザ人遺支援モニタリング事業②
イラク・シリア人遭危機対応‖∞連機体輌構築事彙
凛日本大口災連携調整およびモニタリング事業⑥
東日本大E災連携田壺およびモニタリング事業②
九州地方広城災害支饉口壺およびモニタリング●黎④
熊ネ県枚災地における支■団体、薇災書、行政●の菫撓促■活動の
支饉②
着手.古

".福
島3県フードバンクを通した被災国窮世帝支饉体朝

構築事彙②
西日本豪雨被災者に対する支援口菫と調査.事業モニタリング
ミヤンマー選雖民人遭支燿危機対応モニタリング諄●事業
南スータン支螢プログラム評価および口

"モ

ニタリング膵■事彙
北澤菫地口薇災者支援2018
北海道地凛支援の適榜・目菫薔菫構量事彙

●3局運営

東曰ホ大晨災支援モニタリング事彙

事務局遣書

データベース構菫/就彙管理システム

自動販売峰設置2台

月:■駐車場2台他

本部事務所保証金他

1■.10.2“

31.157.313

5.37:.878

360.586

14,112

747.458

46,329,025

144,097

22.787.455

26.901.316

1.655.055

263,332

7.876.265

23.481.046

1,765,686

5.290.780

2.000.592

2

1.620.66'

20.410.950

33.02(〕

245,000

7.176.900

3.040.5i3.933

合計 4.360.379.375

(流動負債)

未ユ全

前受会費

ヨリ會

預リユニ全

摯員/取引先
曖員
●■
●■

事棄費1助成活動(外務省供与資金)4件
事業■:支墨活動
事栞費1連携口壺
管理■

2019年度正全員会費
2010年度贅助会員会■

環泉所得税

住民税

●康保険料

厚生年全料

外務省H24政府支饉金 (返還全)
外務省H2“1正 :ア フガンリくキスタンに選全)
外務●H25政府支援金(返置金)
外務省‖25補正:シリア(返還金)
外務●H26政府支援金 (返還金)
外務●126補正:Hスータン緊,支援 (返還奎,
外務省H26補正:シリア紛争人遭支墨 (返還金)
外務省H“補正:イ ラク国内菫

"民
支援 〈返還金)

外務省H27政府支優金(返還金)
外務省H27補正:イラク・シリアn民・国内菫燿民支援 〈返還金)
外務●H27補正:イ エメン雌民・目内■難民支援 〈退選金)
外務省H27補正:パレステナ・ガザ人遺支援 (返還全)
外務省H23■府支援全(返還全)
外務

`陀
喘 工:イ ラク・シリア人遭危●対応支援 〈返還金)

外務●H2311工 :イエメン人遺危機対応支■ (返還金)
外務●セ9政府支援全GE遺金)
外覇

`H30政
府支援奎 〈返還金 )

234.120.147

179.234.:25

22.656.912

0.030.:41

22.207.969

110,αЮ

10.∞0

100.000

3.2“ .103

001.291

346.300

802.287

1.238.320

"0,●
9,1“

1.204.460

5.321

5.321

17.330.335

4.011.315

85.002.837

35.320.631

4.324.241

66.450.,34

11.591.026

16.353.014

8.113.590

34.003.580

54923
9,391,809

5,545.1“

622.752

膚動■■合計 527.916.451

■■合計 527.916,451

3.332.462.924

負債及び正味財産合■ 4.360.37,.375



特定非営利活動法人
ジャパン・プラットフォーム

量豊団Ш」出塵日出

1.財産目録の作成の基礎
財産目録は、公益法人会計基準及び我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に率拠して作成している。



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成30年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 ジャ パ ン・プラットフォーム

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

氏 名

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1
監事
アリマ トシオ

有馬 利男

平成 30年 4月 1日

平成 30年 5月 30日

年

年

月

月

日

日

2
監事
オニシ ケンスケ

大西 健丞

平成 30年 4月 1日

平成 30年 5月 30日

年

年

月

月

日

日

3
監事
ナカムラ ヤスヒテ・

中村 安秀

平成 30年 4月 1日

平成 30年 5月 30日

年  月  日

年 月 日

(4
監 事
ハラタ・ カツヒロ

原田 勝広

平成 30年 4月 1日

平成 30年 5月 30日

年  月  日

年  月  日

5
監事
アカツ  タカオ

赤津 孝夫

平成 30年 4月 1日

平成 30年 5月 30日

年

年

月

月

日

日

6
監事
エテ'ィ  ミサオ

エディ 操

平成 30年 4月 1日

平成 30年 5月 30日

年

年

月

月

日

日

7
監事

シムラ ユキエ

志部 有紀枝

(長 有紀枝)

平成 30年 4月 1日

平成 30年 5月 30日

年   月   日

年  月  日

8
監 事

シフ・サワ ケン

渋澤 健

平成 30年 4月  1日

平成 30年 5月 30日

年1   月   日

年  月  日

9
監事

'ヽ

マク
・チ トシユキ

濱口 敏行

平成 30年 4月 1日

平成 30年 5月 30日

年 月

月

日

日年

10
監事
ミヤ,ヽラ コウシ・

宮原 耕治

平成 30年 4月 1日

平成 30年 5月 30日

年 月

月

日

日年



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11
監事

フタミヤ マサヤ 平成 30年 4月 1日

平成 30年 5月 30日

年

年

月   日

月   日官 雅也

12
監事
ムラタ シュンイチ 平成 30年 4月 1日

平成 30年 5月 30日

年:   月   日

年  月  日村田 俊一

13
監事

ヤマオカ  サトコ

山岡

(功能

聡子

聡子 )

平成 30年 4月 1日

平成 30年 5月 30日

年  月  日

年:   月   日

14
監事
ハシモト ショウコ 平成 30年 4月 1日

平成 31年 1月 30日

年  月  日

年:   月   日橋本 笙子

15 監事
センカ・  クニオ 平成 30年 4月 1日

平成 31年 3月 28日

年  月  日

年:   月   日千賀 邦夫

16
理事

オオエ  ヒロシ 平成 30年 4月 1日

平成 31年 3月 28日

年

年

月

月

日

日大江 浩

17
監 事
ナカ・イ シュウサイ

永井 秀哉

平成 30年 4月 1日

平成 31年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

18 監事
コミノ タケシ 平成 30年 5月 30日

平成 31年 3月 31日

年 月

月

日

日年小美野 剛

19 監事
アキモト ヨシタカ

秋元 義孝

平成 30年 4月 1日

平成 31年 3月 31日

年1   月   日

年   月   日

20
監事
イカワ モトミチ 平成 30年 4月 1日

平成 31年 3月 31日

年:   月   日

年  月  日井川 紀道

21
監事
イシイ  マサコ 平成 30年 5月 30日

平成 31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日石井 正子

22
監事
イシカワ  ヒカル

石川 光

平成 30年 4月 1日

平成 31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

23
監事
キンハ'ラ カス・ユキ 平成 30年 4月 1日

平成 31年 3月 31日

年  月  日

年 月 日金原 主幸

24
監事
セキト・ ヒロタカ 平成 30年 4月 1日

平成 31年 3月 31日

年:   月   日

年  月  日関戸 博高

25 事

スキ'モト  ヒロミ 平成 30年 4月 1日

平成 31年 3月 31日

年 月

月

日

日年
杉本 宏美
(天花寺 宏美)

理事

理事

理事



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

261
監事
ホリエ ヨシアキ

堀江 良彰

平成 30年 5月 30日

平成 31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

27 監事
ヨコオ ヒロシ

横尾 博

平成 30年 4月 1日

平成 31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

28
理 ・監事

タナカ ヒロシ

「
田中 皓

平成 30年 4月 1日

平成 31年 3月 31日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立 。事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人ジャバン・プラ」巨生 ―ム

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 石崎 登

2 出原 充浩

3 岩崎 政孝

4 大江 浩

5 永野 諭

6 村尾 信尚

7 吉田 聡

8 永井 秀哉

9 芹田 博

10 オムロン株式会社

11

12




